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「首都行政の改革に関する意見」覚書
まえがき
「東京問題」をめぐる最近の処方婆としては，美濃部都政発足後間もなく設置され
た「東京問題専門委員J一一いわゆる都留委員会の「提言」や「行財政臨時調査会」
いわゆる長谷部委員会からでた「助言」が代表的である。これらが知事K対する
提言，助言であったのに対し，有名な「東京を考える 都政白書’ 69」と， 68年
にはじまる「東京都中期計画」とは，白書が，美復部都政の出発時点における東京診
断として，中期計画が，現時点の都政を担当している美議部知事の政策内容を具体的
に示すものとして，著名である。かつて，筆者は，都政白書が発表された直後十亡，紹
介をかねてその論旨を解析したことがあるがい中期計画の展開過程をみてみると，
中期計画が都政白書の第三部で提起されている，「シピノレ・ミニマムと行政との距離」
という白書の主題を追及する姿勢はかなり評価されねばならないが，反商において，
中期計画は，「いかにしてシピル・ミニマムに到達するか」という課題に集約する形を
とっているためでもあろうか，そこには白書の第一部で提起きれた「都政のしくみ」
はもとよP，第二部でとりあっかわれた「東京問題J，とくに．都政にとっての「厚
く高い壁Jと直接とりくむ姿勢は見当らない。中期計画は，それらの問題意識を放棄
したまま現時点に及んだといわざるをえない。したがって，中期計画が，「都政白書
• 6 9 Jの提起した問題点には答えていないという批判が出るととは当然のことであ
る。だが，見方によっては，「都政白書’ 69 」は，もともと白書である。 f:'=I~幸であ
る以上は，との「都政白書’ 69 Jと現実の都政施策である「東京都中期計画Jとが
論旨のうえで断絶関係にあるのは当然だという評価が与えられてもよかろう c
ところで，「都民党」都政という形で，美浪部都政が，不特定多数の匿名の与論の
動向を敏感にキャッチしつつ，福祉政策の先取りと模索を試みつつ巧妙Kも人気をつ
ないでいる姿勢は，それなりに評価するむきもあろう。それは，相模補給基地問題を
手がけた飛鳥田横浜市長の公権力への挑戦一姿勢には及ばないとしても，それとは
異質の，保守勢力の盲点に切りこむある種の模索→試行錯誤の継続と一貫性が貫ら
ぬかれていることは明らかである。これは「都政白菩’ 69」の「むすびにかえて」
の部分に提起された，有名な「権限なき行政の展開」の具体化であろう．きさやかな
がらも，この革新都政の姿勢は，美濃部都政以前のかつての窃市政策からは読みとれ
ない問題提起である。
しかし， L、わゆる社共協定には必ずしもとらわれない，とL、う美濃部知事の発言か
らもうかがわれるよう K，「都民党」とL、う擬制勢力を一方的K設定した「都民党」
都政には，思いつき行政というかスタンドプレーだとL、う批判がつきまとって離れな
い。それはともかく，社共の政策協定には必らずしもとらわれないとL寸姿勢をうち
ださざるをえない背景には，なによりも，都議会Vておける与野党わ微妙な議席配分を
考慮に入れなければならないであろう。「都民党」都政の提唱と，この問題とが積樫的
にも消極的にも対応関係十てあることを見逃すわけにはL、かなL、。たしかに，「都民党」
都政が，一面でl土，「権限なき行政の展開」というユニ クな領域をかなり積極的か
ウ若：欲的に開拓しつつあることは，卒直に承認すべきぐあるつだ.；，；，他面，「都民党J
都政には自らの規範とすべ会積極的な路線がないだけでなく，路線を策定する意欲を
欠くために，東京告fl政の責任主体は，政策レベルではこれといョた選択肢を出せない
しまた出そうともしない。こういった姿勢を許す態勢が「部民党」都政だと規定しな
ければならなし、のでばなかろうかのそこが，美濃部都政における革新性の限界である
とともに，また美浪部都政の継続性 安定性の碁礎的条件であるととも，たしかで
あるといえようか。
さて，「東京都中期計画」の基本的態度は，端的にいって，美濃部都政のこの体質
と深くかかわりあっているようである。すなわち， 19 6 9年中期計画のまえがきに
よれば，美濃部都知事は，まず，「最善の措置」，「最善の決定」をするととができ
ないことをことわりながら，「ここでは，なぜそうなったかを論じようとは思いませ
ん」とはっきりと断言している。ここからただちに知事は，「都政の運営に関する計
画は，すぐれて現実的でなければなりません。 L、L、かえれば，計画はあくまで実現可
能なものであることを要請されております。したがって，現在われわれにあたえられ
ている権限と財政の範囲内において実行できるものに限らねばなりません」 ，という
方向をうちだしている。こうして，中期計画の方向は，かなり詳しい知事の「まえが
? ? 』
き」をもった69年度の中期計画はもとより．それ以後の中期計画の「まえがき」は．
いずれも，ほぽ.6 9年の指針を忠実に守っているのである。このことは，中期計画
の内容を一読すれば，まさに一目遼然だといわざるをえなL、。中期計画が保守都政以
来の体質を継承する巧妙なリアリズムだといわれるゆえんである。
もとより都の中期計画の基本姿勢がここに指摘したリアリズムだとしても，この姿
勢はまた，それなりに評価されねばならない。すなわち，こういった態度は，なによ
りも歴代の保守都政には見られない姿勢であるからである。およそ「計画」という言
葉に都政が最も即物的K忠実であろうとすれば，このリアリズムは当然のことであっ
たというべきかもしれなL、。だが．従来の都政をふりかえってみると．そこには，こ
のような態度は見出せないことに忠いあたる。次にこの点をいま一歩立入ってみてお
こう。例えば38年度Kつくられた「東京都の長期計画」をとりあげてみると，この
長期計画はその雄大な内容をグィジョンとして掲げる一方で，それには約 4兆 4千億
におよぶ資金投下を前提条件とするということが明記されている。この長期言前面の実
相は，それゆえに，文字通り「計画」の名前をつけた刊持想Jにすぎないことを確認
する必要がある。ところが 69年の中期計画では，との問題はどうとりあうかわれて
いるのか。そこでは，計画の性格について，
「しかしながら，これは都だけの意志によって実現できるものではなく，短期間
で，池方行財政制度が設定，合理化されることも期待できなL、。したがって．現行
制度の変更を前提とした中期計画を策定することは・その計画の実現性をそれだけ
弱めることになる。そこで，現行制度に対する必要な改革，合理化等については．
別途努力することとし，この計画の策定においては，その現実性を重視する立場を
とっTこ。’
と述べられているO この控目な態度，すなわち，現実主義的態度は，根拠のない構想、
なりあなたまかせのグィジョンを忌避し．それを却下する点では，大胆さと卒直な姿
勢をさらけだしている。それと同時に，甘い将来の展望を捨てて現実主義でいくとい
う点ではある種の自信をすら示すものといえようか。いわば，他力本願の夢を捨てて，
都市問題を原点にたって考える必要性を都民iて強く訴えたものとして．中期計画には
画期的な；意義があるのである。われわれは，この点をなによりも評価すべきであろう。
しかし問題は次の点にあるのではなかろうか。すなわち，中期計画がリアリズムに
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徹する反面において，「なぜそうなったかを論じようとは思いません」というだけで
は．白書との接続を否定するのみならず中期計画の「現実性」一 「壁」にどうたち
むかうか，「所与の条件をどう変更しなければならないか」という予期される設閣を
も封殺することになりかねないのだ。例えば，「この計画は，都政を担当しているわ
れわれの計画であるι同時に，都民のみなさんの計画であると考えていきたいと思い
ます」，という 70年中朋計画の「まえがき」をとりあげてみると，ここからは，そ
ういった懸念があるといわれても．しかたがないのではなかろうか。いL、かえれば，
都政担当者の策定する都の中期計画即ち都民の中期計画というコンセンサスの要請は，
一見すらりとした注文のようであるが，そこに都民のみなさんもこの中期計画の線で
思考を停止してほしいという期待→コンセンサスへの要請と誘導を感じとるのは，
筆者だけではあるまL、。アピールが逆にアビーズメントKなりうるわけである。これ
は計画の「現実性」を理由とする居直りであり，中期計画のリアリズムの矛盾点、とい
わないわけKはいかない。そうなると，この中期計画の「まえがきJvr.も記されてい
るよ『 K，「いわばメダノレの裏表の関係Vてある」問題を改めてえぐりだす必要がある
のではなかろうか。
すなわち中期計画はー本来の限定事項であったはずのシビノレ・ミニ~ )J. －－「都民
サーピス計画JK自らを限定すべきである。なんとなれば，「計画」の現実性はそれ
を要求しているからである．ところが，中期言植はやがて「都民サーピス計画Jvr.併
置して，「都市改造計画」部門を設け，両者をそれぞれ「別個の計画」として作成せ
ざるをえなくなった。こうして本立精掴まさけられなくなる。じじつ，ここに，「私は中期計
画とは別個に「東京の長期展望」を作成し，できるだけ早い機会に発表したいと考え
(2) 
ています〕 という姿勢をとることが必要となってくるのである。いわゆる長期計画
の否定のうえにたった現実主義→中期計画方式が，長期計画を断念したところに成
立するとしても，逆K，長期計画，とくに都市改造計画への要請を見逃してもよいと
いうことではなL、。美濃部知事のいう「長期展望」ー－知事は長期計画とはいってい
ないがーそれは「計画Jではなく，せいぜい「格想」の類であろうが，ーその必妥
性は，中胡計画そのものの本来的性格すなわちその現実主義の限界を自己認識したと
ころに自ら発生してくる随併弓見象だといわなければならない。しかもこの点は右の70
年中期計画だけではなく， 71年中期計画ではより一層明自になる。すなわち71年
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中崩計画は三つの柱をたてて，それらがL、ずれも「現行制度の枠」を前提としたこと
を確認しつつ，「まえがき」は次のように述べている。 「そのは艮界を都民K訴え，現
行行財政制度の枠を都民の支持と力により，うち破ってゆかなければならないのです」
と。そして，この中期計画の「計画の考え方」の部分（ 3頁）では，「都市問題」の
「基本的原因をつきとめなければならない」という宿題がだされている。ここで指摘
されている問題は， 70年中期計画の 20頁の「よりよい計画とその達成の努力を」
の部分からもうかがえる。 71年中期計画では，その7頁にとくに「今後の方向」の
項目を設けて，その（l)f'CI :r行財政制度の改善」を掲げて，
(1）地方自主財源の強化（大都市税制の改善と財源調整の撤廃）
(2）起債許可権の自治体への移譲
(3) 国庫財源の確保と超過負担の解消
(4) 自治体K対する必要な権限の付与
(5) 抜本的な土地対策の推進
(6）都，区．市町村相互間の機能分担の適正化
の6項目が提起されているのである。
上の叙述から示唆されることは，次の点である。すなわち，「いかにしてシピノレ・
ミニマムに到達するか」という副題をつけられた中期計画の展開につれて，やはりこ
の副題の要求しているハウ・ツーが中期計画にとっての最大の課題であることが判明
したということである。そして，そうであればある程，中期計画の現実主義的性格が
クローズアアタプされ，他方において，それにまつわる限界がますます明瞭になるし
くみになっているといわざるをえない。われわれとしては，この点を見逃すべきでは
ない。 L、L、かえれば次のようになろうか。すなわち，中期計画の現実主義的性格にも
かかわらず，中期計画が展開すればする程，それは現実主義の枠内に自己を限定する
ことができなL、。 「L、かにしてシビル・ミニマムに到達するか」を標携するかぎり，
中期計画は戦術の問題であり，またそうでなければならないとしても結果的に戦略レ
ベルの問題を回避出来ない立場に追いこまれたのであった。そのことは，「都政白書
6 9」第一部およひ第二部の課題，とくに白書の問題提起から中期計画はどうして
も逃れられないといいかえることができょう。したがって，きさに引用した中期計画
のまえがきの「この計画は，都政を担当しているわれわれの計画であるど同時K，都
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民のみなさんの計画であると考えていただきたいと思います」というコンセンサスの
要請→誘導がなされなければならないという事情は．論理的にはじつは．上の戦略
と戦術とのギャップに由来するということができるのであって，逆にいえば，中期計
画へのモラル・サポートがどの程度の高まりをもっているのか，あるいは今後とも持
ち続けられるかどうかについても，一概にはたしかめることも推定するとともできな
いとL寸不安感がそこはかとなく漂う。中期計画の現実主義と裏腹Uてこういう雰囲気
がなんとなく支配的であるとL、う事実認識があるということを否定し去ることができ
ないということにもなろうか。したがって‘昭和38年度の「東京の長期計画Jとい
った巨大構想を打破した中耕計画の現実性を高く評価すれば評価する程，他方では，
その限界→矛盾もまた顕在化することはさけられない。最近の中期計画が，「より
よい計画とその達成の努力者」という閣題提起から一歩進んで，「今後の方向」とい
う項目を掲げ．その第－vc，「行財政制度の改善jを提案していることは注目すべき
である。
いずれにしても，この段階で，われわれが東京問題をめぐるj享く高い「壁Jをあら
ためて再認識せざるをえないとすれば，美濃部革新都政の発足以来，上の課題に取組
んだ処方婆を検討してみると．「都政白書 ：6 9 Jをのぞけば，説得的な対案や指針
を示す事例は，きわめてすくない。意外であるがそうなのである。都留委員会のいく
つかの提言や長谷部委員会の幾多の助言は，個々の助言や勧告の示唆する高度な内容
や的確な指摘に教示される点はあるが，反面，助言なり提言相互間のバラツキ，矛盾
をどううけとめるべきかに戸惑うのは筆者だけではあるまい。その理由を追究しよう
としても，それらが作成される過程が明確ではなく，とくに審議過程なり議事録に鋪
するものがいまもって公開されていないらL上，追跡調査は不可能だということもあげ
られよう。この点では，さきの臨時行政調査会が 7人委員会の会議議事録のみならず
すべての資料を残していることを付記しておきたい。いずれKしても．都留・長谷部
両委員会の助言・提言は，その内容の整合性に疑問が残されているという点は否定で
きないと思われるJ3l となると，われわれの視野から確認できるものとしては，W・
A• ロプソン教授の東京診断と臨時行政調査会の答申の二つが，東京問題に関するコ
ンシステンシーをもった処方婆として浮び上ってくる。ロプソンの東京診断は，かれ
の言葉でいえば，「基礎的事実」に関する整合的な処方婆である~4）筆者は別の機会
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にロブソン報告をとりあつかったので＼5）ここでは，臨時行政調査会の「首都行政の
改革に関する意見」（以下強調答申という。）をとりあげることにしたい。
この協調答申は，さきにふれた現行行財政の枠組を所与の前提ーとして，その立場から
東京問題に挑戦する契機を見出そうとしたものとして，極めてユニークカピコポレミカル
な問題提起として有名である。それは，ロブソン報告の視角とは実ーることはもちろん，
美濃部都政の中期計画が，意識しながらもあく迄回避してきた問題，すなわち現行行
財政制度の枠組のなかでの東京問題との積極的なとりくみであり，しかも，広域行政
とL、う実態を条件として東京問題に正面からとりくんだものとして，文字通りユニー
クな地位を保っている。以下この答申の主題を紹介し，あわせて臨調答申に示される
東京問題の問題点の解析をこころみること Kしよう。
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第 1章 「首都行政の改革に関する意見」の概要
昭和37年10月K首都行政に［却する特別部会を設けて検討を重ねていた臨時行
政調査会は，翌昭和38年 1月，「首都行政に関す：る報告」を提出，それを基礎とし
て慎重審議の結果，次の要綱からなる「首都行政の改革にt対する意見」を政府に提出
した（ 3 8年日月 13日）。
「意見」の要綱は， 1 調査の結果一問題の所在と認定， 2目 勧告にあたっての
基本的な考え方， 3. 劫告の 5部からなっている。
I 調査の結果ー一問題の所在と認定
1 複雑多岐にわたる行政需要の拡大
2 首都行政における責任の所在の不明確
3 住民の首都行政に対する理解と協力の欠如
4 首都行政の特性と緊急性心対する堕！の配慮の欠如
lI 勧告にあたっての慕本的な考え方
1 地域総会整備同発計画の必要性
2 応急施設の実施
3 強力な計画・調整機i謁の設置
4 地方自治の尊霊
百勧告
i 首者15嗣庁の設置と評議会の ~r慣
2 必要な関連措置
以下その概略を紹介しよう。
まず，「問題の所在と認定」の部分では，首都及ひ首都圏の行政一答申ではこれ
を集約して「首都行政」とL、っているがーは，諸径の行政需要の拡大にもかかわら
ず，解決の任にあたるべき行政主体が「弱体」なため，「いまのなりゆきに任せられ
ないJと指摘し，ここに首都行政改革の「緊急性」が認められる，と判断する。すな
わち複雑多岐にわたる行政需要の拡大と生活基盤の悪化にともな＼，＇ I 「様相はきわめ
て深刻」化し．質量ともますますぼう大化する行政需要に対し，地方公共団体は‘そ
の「区域およびその行政能力の限界をこえた謀遜JK当噸している。しかも，この課
題解決に当るべき行政の主体は，国および地方公共団体にわかれ，函の行政にみられ
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る縦割り方式の「分立不統一」とその全国的画一行政は，首都閣とLづ地域的性格と
その地域的課題K特定化して取組む態勢ではなL、。また一つの経済圏・生活圏内にあ
って併存している地方公共団体は，相互閣の協力関係の契機を欠いている。しかも，
首都圏域を対象として存在する唯一つの計画・調整機関である首都圏整備委員会は，
のちK詳細に述べるよろに，「弱体」であるのそのために．首都行政における責任の
所在は「不明確」で，当面する「緊急事態に十分に対処しえない状態Kある」のであ
る。他方，「首都行政の改革K関する意見」は，との事態K当面している首都行政K
対する住民側の態度にふれて，その「地方行政Jvc対する「冷淡」さと「無関心」と
を指摘し，「住民の積極的な理解と協力がなくては，首都行政の改革は，到底行なわ
れがたい」と述べている。さらに臨調答申は，このような首都行政の特性ならびに緊
急性に対する，圃の側からの配慮、の欠如をはっきりと批判している。すなわち，国は，
上記の首都圏獲備委員会の設置以外特K；行政上特別の処置を講じていないだけでなく，
分立割拠する各省行政を総合調整する組織も対策も配慮も行なわず，また隣接地方公
共団体聞の協力関係わ促進策はもとより，地方公共団体の財源強化等に対する特別な
配慮をも怠っているのである。これが答申がとらえた首都行政の問題状況なのである。
「意見」の第2部・「勧告にあたっての基本的な考え方Jvcはいろう。ここでは，
まず，首都の過大都市化は，もはや限定された部分的な応急施策をもってしては，か
えって施設整備二、人口増大の「悪循環」の繰り返しにおわり．弊害の拡大を防止し
えないと断言し，この点にかんして「意見」は次のように述べている？
「首都の過大都市化の弊害K ，合理的に対処するためには，首都と社会的経済的
または生活的に密接不可分の関連をもう地域にわたり，緊急かつ根幹的な事項につ
いて，一体的な整備開発計画を策定じ，その計画の上に立って，相互に関係なく策
定されているためにー体性を欠いている関係各行政機関の諸討歯を強力K調整して，
戸その総合主主を確保することにより，合理的な整備開発をはかることが必要である」
（傍点はヲ問者）。
「首都行政の改革K関する意見」は，まずこのように指摘したのち，「地域総合整備
開発計画」の必要性を強調し，これと同時に，とくに，水，交通，道路，住宅，港湾、
公害および低地対策等については，整備開発計画との関連を考慮しつつ，応急かつ強
力K対処する必要があることを説き，次いで，臨調「意見」の核心にふれる課題とし
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て，強力な計画・調整機関の設置が提案されている。
「この計画・調整機関の果たすべき責任は，全国総合開発計画や各省庁の計画と
の関連を調整しつつ，首都行政のー体性を確保するとともに，地方公共団体の自主
的な協力事？確保することにある。ι」
この課題に答える新機関の主たる任務は， 1. 計画・調経と実施の推進にあるので
あって， 2. その実施の権限は，原則として各省庁およひ各地方公共団体にあり，
3. なお，地域総合整備開発計画の策定，その実施の推進にあたっては，「地方自治
の尊重」と，地域住民の；意見が積極的に「反映Jされなければならない。臨調答申はこ
う述べている。
「首都行政の改革に関する意見」の中心ともいうべき 3. 勧告の部分は，第1vc J 
首都圏庁の設置と評議会の附置，第2に，必要な関連事項からなっている。もちろん
中心課題はいろまでもなく，首都圏庁の設置と評議会の附置にある。
「強力な計画。調整機関として総理府K首都圏庁を設置し，国務大臣を長とする
独任制の機関とする。
首都圏庁には，関係地方公共団体および市民団体ならびに凶係各省庁の代表者等
をもって構成する詐議会を前垂仁そ，i'/iG畠汗長音あ会会通去をきみ2tti止，
品先手ri!&あ品先を金保守毛主込正会長企和主晶議を盆存る毛ゐ2手志。また評議会
運営の効率化をはかるため，評議会内部に少数の委員をもって構成する常任委員会
を設けることとする。」
さて，まず，この首都圏庁の管轄区域であるが，それは，東京都および隣接7県，
すなわち，埼玉，神奈川，千葉，茨城，栃木，群馬および山梨の諸県とされ，つい
で首都圏庁の所掌事務および調整権限に関して，m首都圏計画一具体的には，基
本計酒，整備計画，事業計画であるがーの立案と立案のための必要な調査，（イ）首
都圏計画の実施に対して必要な関係機関相互め調整，（？）首都圏計画の実施を推進す
ること，（エ）首都への人口・産業の集中の抑制ならびに首都の人口・産業の分散に関
し，企画し，立案し，それらを推進すること，附官庁，学園都市等市街地開発区域
に係る新市街地の整備に関する事業主？指導し，その他首都圏庁の所掌に属させ4ること
が適当と認められる事務を処理ずること，この 5点を要請している。
ついで詞整権限についていえば，この課題が本答申の要であるだけに，「首都行政
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の改革に闘する意見」には，詳細に述べられている。すなわち，
「問国の闘係予算（財政投融資事？含む）の編成にあたっては，首都圏庁長官が
認証することとし（この場合，認証とは，各省関係経費の見積りの方針を調整して，
大蔵大臣K意見を述ベ，この意見tて対する大威大臣の尊重義務を明確にすることを
意味する。），道路，水道で首都国計画vri到達し，特に緊急、かつ根本的なものにつ
いては臨時符例的K ，首都民g庁予算に一括計上する。
げ） 自治大臣は， i;J係地方債の起債枠の策定にあたっては，首都樹庁長官に協議す
ることとする。
（ウ）各省庁の長は，関係地方債の起債枠の策定にあたっては，首都圏庁長官に協議
することとする。
判首都圏庁長官は，整備開発計画および事業計画の実施について，関係行政機閣
の長，同係地方公共団体または嗣係事業者に対し，必要な勧告をすることができる
こととする。
同 「調整費」的な特別経費か首都圏庁予算に計上する」。
と規定している。首都閏計画のあり方については，現行の既成市街地，近郊地帯，市
街地開発区域のみに限定せず．首都圏の整備閣発の観点から計画対象区域をとりあげ
るべきこと，首都閣計画の内容は，単なる物的施設計画K限定せず，住民福祉の向上，
経済の振興，土地の合理的利用等の要請をもみたすものでなければならないこと，首
都圏計画に取り上げる事項の選定にさいしては・「地方公共団体の固有の権限を侵さ
ないよう特に配慮」し，「広域性を有するもので緊急かつ根幹的な，もの」が取り上げ
られなければならなL、，と定められた。
「首都行政の改革に関する意見」のなかでとくに注目さるべきは，首都圏庁の設置
に伴なう評議会の附置である。
「ア性格評議会の性格は，国家行政組織法第8条の機関であるが，単なる諮
問機関ではなく，首都圏庁の所掌する事務のうち重要なものについては．評議会に
議決権を与え，その議決に実質上の拘束力をもたしめるものとする。
イ 構成議長は，首都圏庁長宮をもってあてる。委員数は現行首都圏整備審議会
程度とすも評議会には，関係地方公共団体および闘係各省庁の代表者ならひvc学識
経験者ーのほか，市民団体，産業団体からも委員として参加することを必要とするが，
? ??
その人選についてはそれら団体の推せんまたは同意による等民主的方法を十分に考
慮するものとする。
ウ 議決事項次のとおりとするc
（ア）基本計画の策定
（イ）整備開発計画の策定
例事業計画の策定
（エ1 その他重要事項
エ 常任委員会評議会設置め目的ぞ効巣的iて達成するため，評設会委員の互選vr
lよる少数の委員をもって構成する常任委員会を置くこととし，議事等その運営にっ
ついて特段の考躍をはらうほか・次の事項についても考慮しなければならなL、。
ケ）評議会は，議決事項のうち，一部の議決権？常任委員会に委任することがで
きるものとする。
（イ）常任委員会の審議には，審議事項にi菊係ある省庁地方公共団体等の意見を
もとめなければならなL、。」
なお，勧告の第2の項目にされている「必要な闘連措置」の第1は，「関連機闘の
事業計画との関連」で，「地方自治の強化」が第2の項目にされている。前者では，
i刻係機関の卒業計画の策定にさいしては．首都圏計画が尊重されるよう必要な措置を
講じなければならないと定め・後者，地方自治の強化については， 6項目 tてかんして
述べられている。例えば，「ア 首都1醤計画の策定に関係のない都市計高卒業の決定
については，権限委任，その他の方途によって知事の権限を強化するJ0 「イ 副お
よひ公社，公団等の行なう宇美で．都県の整備謂発に著しい影響をおよぽすおそれの
あるものについては，あらかじめ知事のま見をきくこととする」。 「ウ 交通等に関
する事務で，その影響が地域的に限定されるものについては．これを知事lて委譲し，
またはその意見をきくこととする」。 「エ 地下水域制，水質保全等について，知事
の権限を強化する」。 「オ 首都圏の整備開発に必要な財源を確保するため， I也万文
付税法上の不交付団体となっている東京都その他の地方公共団体に対して，現在とら
れている税制上の制服措置およひ国庫支出金の制限措置を廃止する等特別の考慮を払
うものとする」ことなどが要請されている。
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第2章 「首都行政の改革に関する意見」の策定過程
（その 1) 
さて「首都行政の改革に長iする意見」の概要が上記の内容かもつことと関連して，
「意見」第5部の「勧告」の骨子がどこにあるかといえば，それは，首都掴庁の設置
と評議会の附置にある。再び「首都行政の改革に闘する意見」からその点なとりあげ
てみると，そこでは．
「首都圏庁の目的は，首都圏の整備開発計画の策定とその実施を推進して首者i附
政の当面している困難を根本的に解決することにまbる。そのため吹は，各省庁の分
立割拠行政ぞ強力K調整する権限を与えられなければならなL、。特に，水，交通，
道路，住宅，港湾，公害，および低地対策等については，暫定的K ，強力な権限を
与え sその実効を期する必要がある。 J
と述べられている。いうまでもなく，これは，「勧告」の「目的」を具体化した提案
である。
きて．ここで明瞭に示されている「目的Jであるが，この種の白的を掲げたものは，
じつは，ここでとりあげた「首都行政の改革に闘する意見」だけに眠られたものでは
ない。というのは，従来の諸答申・報告等もかねてからこの種の目的をかかげてきた
ことは周知の事実であるからである。しかし，各省庁の分立割拠行政を調整する権限
をもっ機構として，具体的に首都圏庁を設け，さらにこれに附置して評議会を設ける
という縛想は，この臨調答申がはじめて提案したものにほかならず，これ以前にもこ
れ以後にも．かかる発想はまったくみられない。
そこでわれわれとしては，このユニークな構想、の起源を求めて，臨時行政調査会⑦
の議事録やひもとくことが必要になる。
昭和37年 11月 21日の第32回臨時行政調査会会議議事録’吋以下臨調議事録
と略すーによれば，行政監察局長，城山委員，今井委員等から活発な発言が行なわ
れてL、る。まず行政監察局長きま，首都画行政とL、う胡題設定よりも，新窪業都市構想
を選択しようとする自治体の動きについて．
「行政監察局長工場地帯じゃなくするということについての反対は，非常に強
いのでございますね。それは自治体なり地方団体の本質的な問題があると思います
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が，今の地方団体が自主的Vて決められるものを．広域ρために犠牲……とL九、ます
とあれですけれども，制限される，発展形態を変えられるとい号ようなことであれ
ば......j 
と発言した。これに対して，城山委員が，根本的な問題にふれつつ，現：fkk疑問を提
起している。そのひとつは，「現在の首都嗣整備委員会rそ円いう問題を解決してい
くあるいは促進していく能力があるか」という問題．すなわち，公益，公共の福祉の
観点からの問題提起がまず第一で，これと関連して第二K，現在の状態か前提とする
とき，果して中央各省庁の協力関係が結ばれうるしくみrなっているわかどうかとい
う点vcふれたのち，さらに，「あるいは各地方団体，各公団，公社等に一つの地域と
いう一体性を持った問題，関連のある諸問題をその一部分を自分たちは取扱っている
のだという協力意識を持たすことが．やはり最後の問題rなるわけで，……Jと述べ
たp こま1,(r対して，今井委員は城山委員の提起寸る問題について消極的な態度を表明
しTこ。
「今井委員……お話を伺っていますと，私なんかの印象としては，この首都圏問
題については，行政のテクニックを越えたとL刈、ますか，機情や運営の改善かある
走長卒 ~t 三主主そ~：， モ ii.fvdぺ揖Wiλ 自由~L とてもとても手は触れそう
もないので，一番基本的に大きた問題としては．白治権の問題なり，あるいは土地
の私有財産権に対するもろもろの問題とぶつかってしまうのじゃないか。……既存
の法制で大体ほかの行政は実際なんとか賄えるのですが，台都圏の問涯は補助金だ
とか税制ゃなんかのテクニ γ クでは間に合わんという…・．
高橋会長代理 ほかの計画は全部できゃしない。大臣がL、なL、から。．．
今井委員 ですから現在の，自治権の考え方じゃいけなL、。」
ここでとりあげた 32回会議議事録の引用から，東京間閣に積極的に取組もろとす
る犠LU委員と，現実主義というか実態論からみた慎重論との日食違いを指摘すること
ができょう。 3 3回臨調会議には．当時，東京都副知事としてその笑力をうたわれ
た鈴木俊ーが出席している。鈴木は，臨調が東京問題を手がけようとする直前に捷
出された都制調査会の報告の骨子が，都と店店：場なり主張なりも？妥協させた「妥協
の産物」でみるとの断定を下したのち，東京の問題を「首都圏」とLヴ広域区域で
解決しようとする姿勢は，「前進」だと評価した。 とくに，現行の首都闇整備計画
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は，その内容が閣議レベノレで公定的なもわとして権威づけられないιいう点で，実質
上の「裏付がなL、」こと，他方各省庁倶uのそれは，例えば道路援備一5ヶ年計画とか港
湾建設5ヶ年計画等に代表されるように．それらはL、ずれも閣議決定事項として貫徹
していることを指摘し，「要するに，首都幽整備計画を権威つ’けてもらいたいとい月
ことが第ーの希望」だと発言している。この発言の主旨をめぐって，首都整備審議会
についてのやりとりがあるの
「城山委員なんのためにやっているか……。
鈴木副知事 これはなんてL九、ますか，要するに決定するためわ機関で，原案が首
都圏盆備委員会でできて，それをかけてきめるわけです。常任委員会でなくて．本
会議でございますね。ですから，これは， 1,2の質問があるだけで，ことを確定す
るための議会て・す。そこでは実質論議はなにも行なわれない。」
臨調。、調査方針は，この引用からもうかがわれるようvc.まず現実の首都圏整備委
員会のあり方の詞査と研究を手引として東京問題vr接近しようとしている。臨調特2
-2-1 ，首都圏の地位とその特性，特2-2-3，首都閤整備委員会について（そ
の2) .特4-4-2.首都圏整備委員会について（その 3），特 4-5-1 .首都
行政における各省事務の実態について，特別部会 1-6，首都行政に関する各機関わ
意見⑮．臨調特7-1 .首都行政に関する制度。運営について（日本道路公団）など
という資料は，いずれも昭和37年 11月に部会に提出されている。われわれの問題
視角からみても，首都閤整備委員会の実態分析が，縦割り行政の解析につらなると同
時vc，地方公共団体のあり方についてもその姿勢を分析する手引となりろると考えら
れるから，以下とくWこの問題をとり島げたい。
資料6-2「首都行政の問題点」は，資料5-1 「首都行政における各省事務の実
態kてついて」のなかで述べられている問題点を要約し，それを 6項目に分けて具体的
に説明している。
[l 各種行政の基本となるべき計画に欠陥があるため，あるいは各種の計画相
互の詞謹が不十分なために，行致事務の円滑な執行を砲保し得ないこと。
イ 首都圏整偽計画について
付） 事業種別が基本的なものでさえ網羅されていないこと．たとえば， a＇市
街地再開発計画， b，鉄軌道整備計画， c，通信施設整備討画， d，総合利水
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計画， e，電力計画等が欠けているため，地域住民の生活計百として不完全で
ある。
（ロ）地域全部にわたる土地利用，施設磐備の計画でなく，いわば点と線の計画
となってL、ること。
このため首都圏全域にわたるマスタープランとしての役割を呆ぜず，そのう
え近郊地帯の指定についても法的根拠がなく，単に利用の制｜浪を主眼としなが
ら補償措置も考慮されていないので，地元ρ政治的反対によヮて行なわれてい
ない現状である。
け財政措置の裏付けがないこと。
現行法制上可能な資金の融通，あうせんにしてもその実績がなく，また，
地方公共団体の単独事業に対する起債枠の拡充等特別の配慮もないために．計
画策定能力の不十分，計画内容の不完全，各省庁あるいは地方公共団体との調
整能力の不足等の事実とあいまって，首都圏整備の目的の達成が確保されがた
し、c
ロ 都市計画について
げ） 事業種別が網羅されていないこと．
欠けている事業種別が異なるにしても，前掲イの（イ｝と同様の実績である。
判計爾区域の単位が原則として市町村となヮており，区域が狭あいであるこ
と。
このため二らLとの都市計画相互間，ことに都市計画審議会が都市単位にのみ
置かれていることから都県の異なる都市計画相互閣の謂整が行なわれがたい。
付財政措置の裏付けが不安定なこと。
予算措置が単年度ごとに講ぜられているので，優先順位を定めがたく，かっ，
執行年度劃の変更もしばしばみうけられる．
ハ各省において立案されている諸計画について
これら諸計画は，それぞれの行政目的を実現するに急なあまり，関連する他の
計画との調準が不十分となヮており，また，これらの計画は，首都閣地域あるい
は首都圏整備計画に対する配慮が稀薄なこと。たとえば.a ＇港湾計画において
は・陸上輸送量の把握が行なわれないまま作成され， b，住宅建設計画において
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は．建設戸数の消化に重点が置かれて，立地的配慮，交通機関そρ也の公共施設
の整備計画との調整が行なわれておらず・ c，防潮堤築造計画においては，港湾
事業の一環として施行するものと河川事業の一環として施行するもわとが各個に
作成され，その技術的基準に差異がみられる等である。
ニ各種規制法規について
ことに防災的見地から行なわれる諸規制Kあヮては，地域計画的配慮が不十分
であるか，あるいは欠除しており，土地利用の合理化を推進し得ないこと。
たとえばa，宅地造成規制にあ。てはその宅地の安全度のみを判断し， b，地
下水採取；規制にあゥては，代替水源，事業所移転先等の配慮が十分とはいえず．
つ・建築基準行政では一部都市計画との調整は行なわれているにしても，農地転用
その他との調整が行なわれがたL、等である。
2 一般広域的計固と特定地域的計回との聞の調整が不十分あるいは困難なために，
計回の実現に支障をきたし，あるいは支障をきたすおそれがある乙と．
たとえば， a，都市間高速道路と都市計画街路の関係においては現に東京，名古
屋聞を結ぶ東名高速道路のターミナルと東京都市計画街路網との連結に支障があり．
東名高速道路からの流入（あるいは流出）交通量をさばくには現在の都市計画では
無理があるとみられており，しかもこの間に首都圏整備委員会の介入は行なわれて
おらず，また， b.あらたに作成される予定の関東甲信地方総合開発計画も．首都
圏整備計画とどのような関連で作成されるのか，事実上の調整困難が予想され， c,
首都圏整備計画と都市計画との間においても細部について同様の問題があると考え
られる、
3 長期計画の財政白樺付が弱いために，事業実施が阻害されていること。
イ 公営住宅建設計画について
公営住宅建設3ヶ年計図は，戸数重点主義であり，補助単価が低すぎるため合
理的な計四実現が困難になっていること。
たとえば．反京都の場合においては用地費不足のため合理的な住民配置ができ
ず．建設費不足のため市街地高層化ができない等理想的な首都盤備に逆行してい
る実情であるの
ロ 都市計固について
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前掲（1)のロの川のとおり，優先j煩位が定めがたく，執行年度割の変更もしぼし
ばみうけられること。
4 行政事務の配分の不合理あるいはいわゆる縦割り行政における調整が不十分な
ために，行政事務が停帯しがちであること。
イ 行政目的による利害の程度，態様が異なる場合について
（イ｝道路行政と軌道行政の事務が錯雑していること。
たとえばa，築地，西銀座聞の地下の利用方法の決定， b，軌道法の共管事
務等，道路の円滑な効用の発揮と軌道用地の合理的な決定との両国から調整に
困難をきたしている例が多い。
（ロ）農地転用，函有地払下等の事務が停滞していること η
公益施設，住宅地等の配置と農地確保，固有財産管理等の両国の調整が菌難
であり．手続が遅延しがちである。
料 水質保全，地盤沈下防止等の公害防止行政の推進が不十分であること。
公害防止両と産業保育面との調整に困難がある。
（ユ）既成市街地，近郊地帯における工業等の制限の確保が圏難でるること．
ことに既存工業等については規模増のみならず，施設ρ改築等も規制してい
ることから．立地計画の推進にあたッて既存工業等の側から相当の抵抗がみら
れるの
ロ 利害は同様てあっても行政目的が異なる場合について
判下水道については二元行政となうており，事業計画の作成，事業の実施に
あたuて調整を要すること。
下水道行政は，終末処理場については公衆衛生行政の立場から厚生省が，そ
の他については都市施設整備の立場から建設省がそれぞれ所管しているが，相
互に密接な関連を有するので二元行政の弊害が著しL、．
（ロ）同ーの道路であっても＼道路法上の道路と都市計画街路との二重の性格を
もつものが多く，行政指導も重複する場合があることっ
道路事業と街路事業とは予算細目が異なり，それぞれ補助金行政の担当部局
も異なヮているので，同様の事業であっても異なる取扱いとなuているの
い防潮堤築造事業の技術的基準が港湾事業として行なわれるものと河川事業
? ??? 』
として行なわれるものとの間に差具がみうけられること。
前掲（1）のハのcのとおり，現実に荒川河口における事業の両計画jにくい違い
があり，調整の必要を生じた例がある。
ド）地盤沈下防止のための地下水採取規制について，建築物用水と工業用水と
の執行主体が異なることの
規制の目的・方法等は同様であるが，建築物用水Kついては知事，工業用水
については通産局長が事務の執行にあたることとなっており，一体的運用に支
障がある勺
5 制度上あるいは運用上広域的配慮あるいはこれに伴う地方公共団体の意思の反
映についての配慮が十分てないために，計画の作成あるいは事業の実施にあたって
困難を生ずること。
イ 水利権の許可について
現行河川法上水利権の許可は，取水地点を管轄する知事に機関委任されている
ので，広域的利水計画，用水事業に支障があること。
水利権は．本来害警察許可句性質をもつものと呂されてきたが，p漸次利水憾の観
念が強まるとともに，知事は地元での開発利用なもくろみ．あるいは反対給付を
要求する等の傾向が著しく．広域的，合理的な利水が阻害されているd
ロ 都市計画について
前掲（1＼のロの（吋のとおり，原則として市町村単位の計画となっていることから，
調整を要する点が少なくないことの
ハ地方公共団体に対する協議について
首都行政をはじめとして都県，市町村守とえる広域において一元的な計画vr基
づいて行政を執行する場合には，往々にして地方公共団体の意思が反映されがた
L、こと。
たとえば， a，住宅公団の事業計画については，地方公共団体が協議合うけた
時点においては，すでに用地取得が進行している等事実上動かしがたいものとな
っており，早期協議が必要と認められ， b，交通事業の免許にあっても，地方公
共団体の意見を十分に反映する方策が講ぜられていない。
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6 現行の制度あるいは機構が十分に活用されていないため，行政事務に事実上の
支障をもたらしていること。
イ 手続の煩雑，理解不十分等について
制度あるいは理論としては誤まりはなくても，行政事務手続がきわめて煩き
であり，一方Vでおいて利害関係者の理解が得られがたいために活用されていない
制度が多くみられること。
たとえば， a，市街地改造事業は，市街地再開発の手段としてきわめて巧妙な
ものであるが，⑧，特定の地区に巨額の経費を投下する必要があること，⑥，利
害関係者相互間ゎ意見が調整されがたいこと，⑥，手続が煩さであること，等の
理由からほとんど活用されず，またb，土地利用制度についても，⑧，手続に時
日を要すること，⑮，土地所有者側の理解不十分による硬化がみられ，かつ事業
施行者側がこれを忌避すること等からその利用が十分でないの
ロ 財政負担区分の調整困難について
相互に関連する事業の実施にあたって，手法としては適当であっても，財産負
担の割合を定めるに際してなお問題があること。
たとえば， a，踏切道改良事業， b，共同溝設置事業等がみられる。 J
右の引用!rL示されるように，「首都行政の問題点」はかなり詳細に事実を分析し，
そこから問題点を探し出して調整の方向を示唆し，さらに総合調整を阻む原因を， 1
法制上調整の措置が講じられているもの， 2. 法制上調整方法が示されてはいても，
それが不十分なもの， 3. 法制上調整方法が示されていないもの，の3つに分類して
L、る。
次K，視点を変えて，この点を東京都を例にとって，その行政種目ごとの担当部局
一覧表で図示すれば，次のようになる．（図表I参照）。これはL、わゆる縦割η行政
宏都レベルで横に切断した場合の事務配分の実態を示す一例といえるであろう。さら
に，このことに関連して，臨時行政調査会の事務当局が作成したものと思われる資料
K，「首都圏における各都県に対する各省等の行政事務」がある。これは，各省等と
その出先機関の事務の実態，およびそれらの相互閣係，とくに，連絡協議等の実情に
ついて，根拠法令との関係を手引として行政事務と執行主体を中心として調べあげた
ものである。この問題では，上記の資料のほかにもうひとつ，臨時行政調査会特別部
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図表1 行政種目ごとの東京都担当部局
1 首都圏行政
2 国土総合開発行政
3 都市計画行政
都市計画
首都整備局総務部 6 住宅行政
I I 公営住宅
????????
?
?? ｝
?
』?
f首都整備局都市計画部
I 建築指導部
住宅地区改良
公団住宅
住宅局計画部
区画整理
市街地改造
防災建築街豆
駐車場
建設局区画整理部
首都整備局都市計画部
I 建築指導部
宅地造成規制
人建設局区画整理部
住宅局計画部
建設局河川部
［港湾局総務部
l, I 計画部
????????
I I 
7 河川行政
8 港湾行政
官公庁施設 f首都整備局都市計画部
L c住宅局庁舎営繕部）
「建設局道路管理部
｛ 道路建設本部建設部
L首都唾備局都市計画部
9 公害防止行政
10 土地収用行政
11 陸上交通行政
? ?
????? ?? ） ）?????
?
???
? （ ? （
?? ?
?? ?
??
??
4 道路行政
5 水道行政
上水道
??）?????? ? ， ， ? 、
下水道
工業用水道
??）?????? （
??
??ー?
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会の「首都行政に関する各機関の意見（昭和37年11月）＠」を参照すると，より一
層鮮明化する。本資料は，特別部会が機山政道部会長名儀で， 37年9月28日付
で各省，庁，委員会ならびに都県，特別区あてに要望した照会への回答である。そこ
には回答のあった各省庁の見解が網羅されている。だが，中央省庁や各種委員会の回
答が概しておざなりというか冷淡であるのに対して，都県側とくに東京都から寄せら
れた回答は，詳細かつ克明に問題点を訴えている。特別区側のそれWは，おそらく都
民一般には殆んど知られていなL、，特別区の実態が卒直に訴えられている．質問の項
目は次のとおりである。
「1 首都行政に関して，現在緊急に解決を迫られている問題として，下記のよう
なもわが挙げられますが，これらの諸問題を解決するための貴機関における基本方
針（長期計画及び当面わ処理方針並びに優先順位等）について。
交通，道路，上下水道，港湾，汚水，公害，空港，住宅，都市再開発，清掃，教
育，治安等
2. 首都圏整備委員会の作成した首都圏整備計画は，各関係事業主体（各省，都道
府県，市町村等）によって事実上無視されている面があるといわれていますが，そ
の理由及び改善意見について，
例えば，
1. 計画の内容K関する問題
2. 計画わ実施~関する行政上ないし予算上の問題
3. 首都圏整備委員会の権限等法制上の問題
3. 首都圏において，各省が行なっている行政事務のうち，下記の視点からみて，
特忙問題となっている事例について（なお，該当事例については，関係法規を明記
すること）。
(1）各省聞の関係一連絡協議，その他
(2）各省と地方公共団体との関係一連絡協議，その他
(3）各省と首都圏整備委員会との嗣係一連絡協議，その他
(4＼各省，首都圏整備委員会及び地方公共団体5者間の関係一連絡協議，その
他
4. 首都圏の区域設定の方式について
-25-
現行の設定方式と府県の区域を基準として設定する方式との利害得失
???（
両案を総合する方式が考えられるか。」(2) 
この質問に対し，例えば東京都は，設問1については，「東京都長期計画（試案）」
の決定をひきあいにだしているが，回答内容は，「これらの諸事業を首都でありかっ
大都市である東京都の地域において有効適切に実施するためには，首都K関する一連
の制度改革が必要である」，と言及するにとどめている。もっとも，この長期計画が
国の所得倍増計画，全匡総合開発計画等に照応して策定されたことにはふれられてい
るものの，金問1~；要求こた基本方岳，当面の処理方針，ならびに長先II員企川、た与
モはまっ走くノーコメントであふ都知事の付属機関である「首都交通文様融会jの
答申および都制調査会から 37年9月に提出された「首都制度に関する答申」がわず
かに言及されてはいるが，結論的には，「現在，東京都では，これらの答申で指摘さ
れた事項の実現に鋭意努力している」と抽象的に述べられているにすぎない。
設問2については，各項目についてはそれぞれ明確な回答が寄せられている。
計画の権威化に闘する措置
首都圏整備計画については，マスタープランとしての権威性を十分に発揮しうる
ょう，基本計画，整備計画の決定にあたっては閣議決定による等適切な措置を講ず
る必要がある。
計画の内容に関する問題2 
(1）基本計固について
既成市街地についてア
首都の過大都市問題わ抜本的解決をはかるためには，主として工業の分散を
目的とする市街地開発区域の整備のみでは十分ではなく，首都に集中する中枢
的管理機能に対応するための都市再開発を強力に推進しなければならない。そ
のためKは，将来の首都の基本的構造を明確かつ具体的に打ち出すとともに，
これに向って都市構造の再編成をはかるための基本的方策を明らかにする必要
がある。この場合，たとえば既成市街地および周縁部K新たな副都心を計画す
るものとし，外部環状道路等の整備によりその育成をはかる等の新しい方策を
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取り入れる必要がある。
近郊地帯についてイ
土地利用の規制を中心とする既定の整備構想によるのみでは，今日の社会経
済事情ならびに関係市町村行財政の運営方針tτ適合せず，その実現は極めて困
難な状況にあるので，これに根本的な再検討を加え同地帯Uておける必要な地域
について国が大規模な緑地的施設の確保をはかる等の施策に重点を指向させる
必要がある。
ウ市街地開発区域について
市街地開発区域は，積極的に市街化整備を進める市街化区域および従来の地
域形態を保存する農林地域の二地域K区分されているが，農林地域においては，
地価が比較的低廉なため宅地転用が行なわれ易く，これらの農地転用は，農地
法による規制手段がなく，さらに，山林については，農地法の適用がないため，
市街地開発区威の整備は，前記ゎ二地域区分による整備方針どおりには進ちょく
していない現状である。（首都圏整備法，首都圏市街地開発区域整備法，農
地法，土地区画整理法）
(2）整備計画について
各整備計画について（1）の基本計画の改訂K即応して改訂を加えるとともに，市
街に再開発計画，国鉄・私鉄等鉄・軌道整備計画，通信施設整備計画，総合利水
計画，電力計画等を追加策定する必要がある。また整備計画vrついては，適正な
施設計画，計画達成期間等を定め，そのマスタープランとしての性格宏あきらか
tてする必要があるの
3 計画の実施に闘する行政上ないし予算上の開園および首都圏整備委員会の権限
等法制上の問題
首都圏整備計画が必ずしも尊重されないのは 1K述べたようr，計画が権域ある
マスタープランとして確立されていないこと忙もよるが，さらに，計画の内容が妥
当であるにもかかわらず，国鉄の新幹線計画，固有財産たる土地の処分，公営住宅
政策等の例Kみられるように，関係機関がその理解，認識を欠くため事実上無視さ
れる場合もある。
首都圏整備計画の強力な実施を促進するためには，首都圏整備委員会をして真に
実効ある調整促進の機能を行使できるよう，これに必要な権限守付与する措置制必
要である。
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吉た首都圏動諸事業予算が各省庁予算に分属しているため，連絡調整に徹底をか
き予算編成の過程で計画の趣旨が結果的K無視される場合もあるので，首都圏整備
事業予算Uてついては，首都圏整備委員会わ予算r一括計上する措置が必要である。J
設問3については， 1 交通行政に関する問題， 2. 水行政に関する問題， 3. 下
オ笹整備事業について， 4 市街地開発区域等の工場立地等について， 5. 地盤沈下
対策について， 6. 住宅整備について，ス 公害防止行政について．の 7項目にわた
りかなり詳しく述べられている。
「l 交通行政に嗣する問題（首都交通行政に摘する総合性の確保）
且）首都の交通行政に嗣する責任体制の謹伯
ア 交通行政主体例多元性は，特に首都の交通行政の運営面において統→。
・効果的な施策の推進をさまたげている。その是正のためKは，都知事の一
般的行政責任の重大であることと都の首都としての特殊性にかんがみ，都知
事（IL大巾に権限を移譲して強力な交通施策す行なわせる必要がある。
例えば，東京都においては本年5月庁議決定をもって，首都交通対策協議
会を設置したが，この協議会の協議事項中『道路駐車場等交通施設の整備改
善Ir関する事項 JKついてみても，国の行政機関は建設省，運輸省等多岐に
わたn，効果的な連絡調整をはかることができない権限上の制約がある。
イ 現行の地方鉄道法および軌道法は脅1庭年次が古く現下の都市鉄道問題を
処理するのに適当とは考えられないので，これを都市計画的配慮のもとに近
代化するとともに一元化し，今後予想される新型交通機関への適用Wついて
も明定する必要がある。
ウ 首都交通行政の総合性を確保し，効果的な施策の推進をはかるため，鉄
・軌道事業の免許申請Uてついて，都の区域内に係るもの(trあっては都知事に
免許権を移譲し，他府県にわたるものにあっては都知事W同意権を付与する
必要がある。（地方鉄道法，軌道法）
また，パス事業の免許，事業計画わ変更等の申請について路線が都の区域
内の場合は，都知事忙免許・認可権か移譲するものとし，他府県にわたるも
のWついては，都知事W同意権を付与する必要がある。（道路運送法123' 
4条）
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なお，当面の首都交通の行詰りの現状からみて，都の責任による施策の推
進をはかるため，さしあたり地方鉄道法における事業免許申請について，都
知事の意見を尊重し，およびあらたに軌道法の如く一般的監督，公共団体に
よる強制買収，知事への権限移譲等の措置を講ずる必要がある。
(2）都市計画的配慮の総合宿保と交通調益
広域かつ複雑化した首都の交通圏においては，現在分立割拠している各企
業体を統合一元化し，都市計画的配慮に基づく総合的交通行政を確保するた
め，次の措置による交通調整を行なう必要がある。
その実施K関し，第一段階としては，現在，業務地をほぼ同じくして，路
上及び路下に分離して経営している都営交通事業および帝都高速度交通営固
め統合一体化をはかり，新たに公共企業体を創立して，これの運営に当らし
め，次段曜として，この企業体を中核としてパス事業，さらに他の主たる陸
上交通事業を統合する施策す講ずること。
。｝地下高速鉄道計固に関する権限調整の必要性
地下高速鉄道計画は，都市計画として樹立されているにもかかわらず，こ
れが都市計画的見地から総合的に推進されていないr このため新規路線の着
工が遅延するばかりでなく，現在建設中の地下高速鉄道工事tてまで影響を及
ぼしている。これを是正するためには，都市計画としての総合的性格を確保
する見地から，たとえば「都市高速鉄道法」のごときあらたな法的措置を講
ずる必要がある。（地方鉄道法，軌道法，都市計画法）
（剣道路整備計画について
長距離高速道路整備計画が先行して推進される一方，それを受ける既成市
街地内の道路整備計画Kついては配慮が不足しているが，現在需要度ゎ高い
既成市街地内の道路整備もあわせて強力K推進し，両計画聞の総合調整をは
かる必要がある。
2 水行政に摘する問題
東京都においては，近時深刻な水不足に当面しているが，既定の諸水道拡張事業
が完成しても，なお，区部，郡部を通じて上水道水源として 1臼約10 0万rn＂工業
用水道水源として1日約80万msの不足が見込まれ，あらたK利根川水系（第2次）
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および霞ヶ浦その他に水源守求めざるをえない立場にある。固においても，従来斡
旋調整の措置をとったが，総合的な利水計歯が樹立されていないので，東京の水き
きんの根本的解消を図るうえでのあい路となっている。（国土総合開発法，水資源
開発促進法，河川法，水道法）
3 下水道整備事業について
下水道事業ρ監督官庁は建設大臣であるが，終末処理場K関する事項については
厚生大臣の所管となってU るのしたがって，それぞれ両官庁において下損益計画（厚
生省忙おいては終末処理施設計画）の樹立，監督等を行なっているが，これらを一
元化する必要がある。（下水道法）
4 市街地開発区域等の工場立地に際しては，首都圏整備計画と通産行政との調整
をはかる必要がある。（首都圏市街地開発区域整備法，工場立地の調査薄に闘する
法律）
5 地盤沈下対策について
東京都の既成市街地における江東方面等の低地帯の地盤沈下対策として，工業用
水道整備，地下水の使用規制等一連の対策が進められつつあるが，このような対策
は，地下水脈の分布等を考慮し，都県の境界tてとらわれず，総合的に考慮される必
要があるが，現状は必ずしも満足すべき状態ではないので，すみやかに措置を講ず
る必要がある。なお，地下揚水規制は，ピル用水の場合は知事が，工業用水の場合
は通産大臣が行なっているが，知事に一元化することが必要であると思われる。（工
業用水法，建築物用地下水の採取の規制に関する法律）
6 住宅整自について
公共住宅の建設を含む園の住宅政策は，首都の過大都市問題処理の方策を阻害す
る傾向がある。すなわち，公営住宅建設費に係る国庫補助金算定tておける建設費の
単価が大都市の実情からかけ離れて低いため，その建設はやむをえず都市計画的配
慮、を鮒見して地価ゎ低い既成市街地の周辺地域に施行されることになり，これら地
域の無秩序な市街化を誘引するばかりでなく，通勤距離を延伸し，交通機関に過重
な負担をかける結果となっている。
7 公寄防止行政について
(1）公害防止行政について
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水質汚濁および大気汚染に関する公害防止の基本法は，さきに制定をみている
が，汚濁，汚染源のすべてを対象とはしておらず，所管についても各省庁K分属
している。また，騒音防止については，騒音の発生原因が多岐にわたり，このう
ち国の行政施策に付随するものも少なくないコ
このような実情にかんがみ，国は，法的規制を含む総合的な施策を樹立すると
ともに，公害防止施策を一元的に処理するための行政機闘を決定する等の措置を
講ずる必要があると思われる。（公共用水域の水質の保全忙関する法律，工場排
水等の規制に関する法律ばい煙の排出の規制等に関する法律）
信）河)I障の汚濁防止
ア 水質保全l'C関する現在の法的規制は，国の専管事項とされ，かっ，工場排水
についての監督権限が各省tてわたり，知事に委任されている部分は限定されてい
るので，統一的な行政を期待しえない。また，公害防止は，住民に直結した地域
的行政として地方公共団体の最大関心事でもあるので，水質保全行政の実効を期
するためには，工場排水の監督権限を知事に一元化する必要があると考えられる。
（公共用水域の水質ゎ保全に関する法律，工場排水等の規制l'C関する法律）
イ 工場排水による汚濁の著しい隅田川および流域の市街ftl'C伴い急速に汚染し
つつある多摩川の両水域について，河川汚濁防止の実効を期するため，その指標
である水質基準を国tておいて早急に決定する必要がある。
なお，多摩川流域のうち，市郡部地域tでおいては市街化の進展W伴いこれvrよ
る排出汚水の基本的対策として下水道を整備する必要があるが，事業主体である
市町村財政の実情Kかんがみ，国庫補助等の財政援助tてついて十介わ配慮を要す
る。（公共用水域ゎ水質ρ保全vr関する法律，工場排水等の規制に関する法律，
下水道法）」
設問4については，「現在の区域基準を特別W変更する必要はないと思われる」と
の回答が寄せられているn
なお特別区が上記の4点について寄せた回答をみると，設問1vr対して目黒区が，
「特別区においては，その権限およひ財源的な制約から，直接執行している教育，土
木行政についてさえも，極めて限られた活動範囲であり，従って，とりたてるほどの
基本方針または長期計画はありません」と回答し（68頁），台東区が，「特別区の諸権
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官民，地方自治泣謀281条tこより榔野｜捧されており，その楠回地盤に信服されてしゅ。区
（土第1次地方酢ドとして住民iこ直接関係のある身のまわりのことは，その行政の対象となるべき
であるが，符恒子政り副的政も清掃事務事莱も区の事務事業となっていなし刈亙は基蹄句地方団
体として権能の上では，半身不随の現状であるn 区民は区の行政があまりにも隈られ
ているため，区の行政の恩恵を受けること力引Pく区政に対する無関心，不信頼の現象
を起しているものと思われる」と回答したのはまだしも（ 6 2頁），世田谷区は，「長
期計画なし」と断定している（ 7 0頁）。渋谷区が「現在の特別区は，その制度運営
において，ほとんどの重要な部門において都の基本計画に順じ計画，あるいは実施せ
て才》マ
ざるをえないため，独自の長期計画を持つことが困難な状態にある」と答え（ 7 2頁λ
また杉並区は，恥って，本区としては，当該問題については，問題を指摘しおよびそ
の解決を関係行政庁に対し要望することができるのみでありますn かように，基本方
針をたてることが不可能でありますので，要望事項の一端を別紙Vて述べておきます」
との回答を寄せている（ 7 3頁）。要するVて区レベノレにおいてはもとより，都レベルに
おいてすらも，首都行政の総合的施策の企画も実施もいずれもが不可能ないしは不可
能に近いことが上記の引用から読み取れるであろう。
他方，中央各省庁の態度はどうであったろうか。
運輸省は設問 2＂＇ついて，
「A，運輸省は，首都圏整備委員会と緊密に連絡を行ない，首都圏整備計画を充分
尊重して地下高速鉄道整備計画を定めており，またB，首都圏における港湾の整備
計画は，港湾管理者の意見を聞いて作成しているが，この計画の策定にあたっては，
首都圏整備計画を充分に反映させているので，当省及び港湾管理者か首都闇整備計
画を事実上無視しているというようなことはないし，きた，現在あ音i壷金備委員
会みJim ，品会事会尋長委主~； it.よ長；~正由亀恥iit. ＼、」
と回答し，設問 3にかんしては，
「首都圏Uておける行政事務の問題点について
前述のとおり，当省が首都圏内!tr.おいて行なっている鉄道，自動車，港湾，航
空等の事務については，首都圏整備委員会とは充分連絡し，計画の調整を図ってい
・－－－－－－－－－－－－
るので，現状においては問題はないn 然し，首都圏内の当省の諸計画や事務は何れ
も全国的，総合的計画の一環として，統寸句方針の下に実施しているのであり，今
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?
?
． 
後の事務の運営に当ってもこの全国計画との関連を考慮すべきことは勿論であり
この関連を失わせるような首都圏整備委員会の性格の変更は不適当であるの」
と断定的に回答しているのこの点は設問第4vcかんして寄せられた回答で，
「現行の設定方式（東京都の区域及ひ政令で定めるその周辺の地域を一体とした広
域一首都圏整備法第2条第1項）で特に支障はないが，県の区域を基準として設定
する方式を採用した場合にも，首都圏整備委員会の性格等W変更がなければ，別に
問題はなL、。 J
と答えている点をあわせ考える必要があろうn
建設省の回答はさらにそっけないものであるn 設問 2l'rついて
「首都圏整備計画は，首都地域における当省所管行政の処理Wあたって十分尊重し
ており，これを無視してはいない」
とし，設問5については，「該当なし」と回答，設問 4についても「首都との一体性
のある区域を合理的に設定しうるので現行方式に問題はなL、」と簡単に処理してしま
っている。これら現業中心の省が設問1~てついては，現業省としての所管行政の推進
体制とそのプロジェクトを華々しく掲げているのに対し（運輸省は19 -2 6頁，建
設省が30-35頁），自治省はやや異なった回答をだしているn
設問 1vc対して
「地方制度調査会の『首都制度当面の改革に関する答申JVt:基づき，次のような方
向で対処する方針であるn
1. 
2. 
現在緊急に解決を迫られている問題の解決にあたっては，首都は政府の直轄地
とするとか，都の権限を固に引き上げる方向ではなく，あくまでも地方自治を尊
重する万向において解決を図るものとするわ ただ，首都l'r関する政府の施策が総
合的，計画的，一元的W行なわれていないことにかんがみ，総合的な首都整備計
画を作成し，この計画に定められた事業の実施W要する国の予算を一元的W計上
するとともに，首都の公共施設の整備に関し緊急を要する特定わ事務W係る各省
大臣の許認可，指導監督等の権限守一元化することが必要である。また，首都整
備計画l'r定められた事業は，原則として都その他の地方公共団体が実施すること
とすべきである。
1の方針に基づき，都及び特別区の制度を合理化することによって，都が公共
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施設の整備その他緊急に解決を要する重要な事務に専念できるようにするの
3. 緊急に首都の公共施設を整備し，行詰りを打開するWは，相当の財政上の配慮
が必要であると考えられるぺ国の予算自体を増額するほか，都の起こす地方債の
枠を拡大するとともに．都の財源を富裕団体であることを理由として特に削減す
る等の措置は取止めることが適当であるn 」
自治省回答は，前記の設問1の回答が他の中央省庁わそれと異なっている点で際立って
いるが，この点は詞苛 2の回答でさらに鮮明化する。
「首都圏整備計画が，各関係事業主体によって事実上無視されている理由Wついて
は次の点があげられるn
ア 首都圏整備委員会W与えられている法律上の権限が弱いこと。（首都圏整備法
4条2号， 29条， 30条）
イ 首都圏整備計画W財政的裏づけがないこと。
ウ 東京への人日産業の流入の防止は，全国的な視野から行なうべきものであり，
東京周辺の地域にいわゆる衛星都市を建設しようとする首都闇整備委員会の政策
自体に疑問があることn
らL上のような理由tてより，首都圏整備計画は，一つの机上の計画に止まっている観
があるn
このような現在の首都圏整備計画の欠点を是正する方法としては，「首都圏」の
整備ではなく，「首都」の整備に重点を置き換え，地方制度調査会の答申（第2) 
に述べられているような措置を，強力に実施することが必要であるJn 
設問3について，
「首都圏に係る各省地方公共団体例行政事務について，特に問題となる事項Uてつい
ては次のようなものがあげられるn
ア 交通に関する行政については，道路交通取締行政は都県公安委員会（笹察法第
2条，道路交通法），道路運送行政は運輸大臣，陸連事務所長（道路運送法第4条，
道路運送車稿法第・6条，第58条），道路管理は， 1級国道は原則として建設大臣，
2級国道都道は知事，市区町村道は市区町村長，特定の道路については日本道路公
団，首都高速道路公団の権限とされているほか，交通事業の経営も，日本国有鉄道，
都，公団，私企業等に分かれており，調整が不十分であるn
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イ 利根川水系における水資源開発計画は，厚生省，建設省，農林省の問で末だに意
見調整がなされず，地方団体における水問題の解決が遅延している。
ウ 下水道に関しては，その監督官庁は建設省であるが，終末処理場については厚
生省の所管となっている。両者の計画は，必ずしも十分に調整されているとはいえ
ない現状である。
エ 大気汚染防止，水質保全等，都が緊急に対策を講ずる必要があると考えている
問題げついて政府ゎ段階で意思決定が遅れていたため適切な措置がとれないままに
時日を経過したの
オ 都市計画法による都市計画の対象とされている事業は，事実上，街路，区画整
理，下水道等忙限定されているため，鉄道，港湾等の事業が，都市計画と別箇K行
なわれてL、るn また？住宅，ピル等の建築と交通，水，下水道，駐車場，学校等こ
れと密接な関連を有する行政が，有機的な関連をもって計画的に行なわれるような
仕組み忙なっていなL、（都市計画法，建築物基準法，日本国有鉄道法，地方鉄道法，
軌道法，道路運選去，水道法，下水道法，駐車場法等）。 J
という回答がなされている。なお設問4についての回答は，次のとおりであるの
「東京への人口産業の過度集中を防止するための施策の樹立，計画の立案は，全国
的視野から行なわれるべきものであり，現在の東京の区域を中心とした首都圏の区
域で計画を作成することは，かえって，東京及びその近郊に人口及び産業の過度集
中を招くこととなるおそれが多い。
従って 2!'C述べたとおり， r首都圏』とLづ地域の設定方法を再検討し，「首都』
の整備を全国的視野からする地域格差の是正，人口及び産業の適正配置に重点を置
くべきである。 J
ところで，臨時行政調査会の作成Kかかわる首都圏整備委員会関係の資料には， 1
-1 1，首都関整備委員会tてついて， 2-3，首都圏整備委員会について（その2) 
．〔 37年11月20日〕， 4-2，首都圏整備委員会Uてついて（その3）・〔 37 
年11月〕， 6-3，首都圏整備委員会について（その4）・〔 37年11月〕等が
ある。これらは臨調が直接作成した資料であるn だが，これらの資料作成に先立って，
行政管理庁行政監察局は，「首都圏整備行政監察結果報告書」（ 3 7年8月）を発表
し，これに基いて，「首都圏整備行政監察結果Kよる勧告」を行なっていた。この勧
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告をうけて，「『首都M整備行政監察結果による勧告JK対する回答」がだされてい
る。③詳細にわたることは避けなければならないが，「勧告」が「検討」を要求して
いた項目の第1点は，現行の首都届整備計画の根本構想を再検討することであるn そ
こには次のように述べられているの 「人口増加の抑制は現在までのところそわ効果を
現わしていないのみでなく，施設の整備と人口増大ゎ悪循環を繰返すおそれがある。」
しかも， 32年に策定された整備計画には，「財源等についての規定がなくJ，その
うえ，それは， 「最近の各事業主体の事業計画樹立の基礎とはなってはいないと認め
られる」。とく l'C, 
「整備委員会の策定した整備計画は十介に実現されていないが，これは現在の首都
圏内の公共事業には，整備委員会の策定した整備計画の外に公共事業を主管する各
省の策定している長期計画があり，実際の事業にはこの後者に拠って実施されてい
マーーマ
るからである。首都圏整備に関する諸公共事業はその全体をみとおす立場にある整
備委員会わ計画に従って行われるべきであると思われるので，公共事業主管各省の
首都園整備W関する事業の計画は，整備計画に則って実施されるよう措置すること
が必要であるn そのためK首都整備事業関係予算の整備委員会への一括計上，整備
計画の閣議決定，事業主管省の首都圏整備に関する公共事業の計画の決定は，整備
・ ・（9)
委員会との協議を要件とすること等有効な方法の採用を考究することJ
が求められていたn
なお臨調特6-3の資料は，運輸行政の実態を特別部会が調査し，主管省と首都固
整備委員会とがどうかかわり合っているのかといった観点を明らかにしようとしたも
のであるn この調査報告によればその事例1は，既成市街地Wおける主要な鉄道軌道
等の整備計画についての調査で，その結果げよれば，首都凶整備委員会の整備計画の
内容は上記整備計画わ内容と殆んど又は全く同じであるの このことは，国鉄と地下鉄
についてめみならず，その他の計画事項すなわち郊外私鉄，路面電車，無軌条電車及
ひパスげついても云えるのであるから，首都圏整備計画の事実上の作成者は運輸省一
都交通審議会ーであるといシて差支えないn 事例1によってこのことが証明されて
いるの事例その2は，東京港港湾整備計画にかんする調査であるn 3 3年4月18日
首都函l整備審議会が答申を行なL、，それは7月4日に告示されたのだが，毎年の首都
圏整備委員会の事業計画は，たてまえ上この整備計画に基づいてたてられるはずであ
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るにもかかわらず，運輸省側はこれとは別に国民所得倍増計画わ線にそって，「港湾
整備5ヶ年計百（ 3 7年2月13日閣議決定）を策定したη36年度以降毎年度の事
業計画は，事実上運輸省の5ヶ年計画の中の東京港整備計画の部分に基づいて作嘆さ
れているのみならず，また，この5ヶ年計画に基づいた事業計画が，首都圏整備委員
会わ名において作成される事業計菌にそのまま組み入れられているのであるい刀頁λ
「毎年度の（首都国）事業計画は，形式的げは整備委員会が作成することになヮ
ているが，実質的には実施官庁が作成していることは前述したとおりであるが，
運輸省が準備した案に対して，首都［a1整備委員会から修正を受け或は，案作成
忙関する指示を受けたことはないとのことであるn 」（ 10-11頁0 ) 
さて，この時点令さかのぼゥて，かねてからかなりの年月を費消して，都制調査会
と地方制度調査会の2つの調査会は，東京問題を検討していたn だが，この2大調査
機構の主要な関心事項は，いわゆる都区問題に限定されていた観があり（10），臨調特別
部会がとりあげようとした形で東京問題に正面から取組んだのは，上の二つの調査会報
告が発表されるすこし前に提案された「岡崎私案」であヮたといわなければならない門
こρ指摘は，必ずしも，東京都制調査会と地方制度調査会ρ報告内容を過少評価すべ
きだと主張しているものではなL、。例えばその一例として，美濃部都政のもとて最初
r設置された長谷部委員会（東京都行財政担当専門委員）の助言・「特別区・市町村
制度および都の区域をこえる広域行政のあり方」（ 4 5年5月27日）が，この2つ
の調査会の基本線に注目し，むしろ臨調答申Wはそっぽをむいた態度でもヮてその「助
言」か提起していることを想起する必要があるn いずれにしても，本稿の主題「首都
行政の改革に関する意見」のよりどころは，それに先立つ，有名な2調査会わ報告内
容を受け止めたものだというよりは，むしろ，系譜的には， 37年5月9日付の岡崎
英城私案， 36年。月 21日付の自民党首都国整備委員会案，さらtτ辿シていけば，
首都圏整備法（昭31年）の制定K先立つて自由民主党・首者曜備特別委員会が作成
したといわれる「首都整備法案要綱」にまでさかのぼることができるn⑪
すなわち，J首都圏整備法要綱」には， 1. 首都整備のための行政機関として，総理
府の外局に「首都整備庁」を置き，長官には国務大臣をあてること， 2. 毎年度の事
業計画に基く事業の経費は首都整備庁め予算に計上し，その執行Wついては，各省に
移し替えるという形でもって，「予算の一括計上」が提起されているのそのほか，
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3. 工業化促進区域または衛星都市における事業計画の事業の実施にさいしては，国
・都県以外のものげついても，農地法の適用を除外することとし，さらに， 4. 立地
tて対する奨励措置のほか， 5. 交通事業関係許・認可Wさいしては，運輸大臣および
建設大臣は，首都圏整備に重要な関係を有するものに関しては，首者嘩備庁長官l'L' 
「協議」しなければならないという構想がうちだされ，また， 6. 首都整備庁長官は，
整備計画に基く地下鉄道，高速自動車道の建設にさいして，予め運輸大臣と「協議」
したうえで，免許を与えることができるとと， Z また長官は，首都整備審議会の意
見を聞L、て陸上交通事業運営に関する施策を立案し，それに基づいて勧告するほか，
8. 政府の全額出費にまつ「首都整備金庫」の設置という構想、が提案されていた。そ
の資金は，地方公共団体の企業会計と整備計画に基く事業の民間開発に融資するとい
うのである。
次V1:，岡崎私試とは， 1 「首都圏省設置要綱（私案その 1)J' 2. 「首都圏庁設
置要綱（私案その 2）」， 3. 「東京都長官設置要綱〈私案その 3）」からなり，これ
らを総称したものが，岡崎私案と呼ばれている。 3案とも，それぞれ若干の相異点
があるが，基本的な考え方としてはほぼ共通の性格が見出されるn すなわち岡崎私案
⑫ 
によれば，東京の当面する根本問題とは， i 社会経済的実体としての大都市地域
が在来の東京都とL寸行政区画をはるかに越えて成長しており， 2. そこへの人口と
産業の急激な過度集中を根本原因として，都市機能上幾多の深刻な行詰りカ宅主じてい
るにもかかわらず， 3 これか行政的K受けとめて解決の任に当る適正な規模と性格
の行政主体が，自治体の側陀も国の側rも，存在しないことであるn そこて哩論上考
え得る行政主体としては，例えば， 1 国の直轄方式（ワシントンD・C的なもの），
連合方式
2. 広域自治体方式〈合併方式， 3. 国の側の一本化方式， 4. 現行首都閤整備委員
会方式， 5. 公社・公団等特別機関方式等が考えられうるn だが，いずれにしても，
現行の都・県の行政区画にとらわれていては，首都行政の総合的・具体的打開策を策
定することはできないn したがッて，「広域」を管轄区域とした行政主体を確保し，
かつ中央K，何等かの形で東京問題を所管する国務大臣を設け，具体的打開策の実施
に関して，運輸，建設，通産などの関係各省大臣と対等に閣議で発言できる体制が必
要である，というのである。
ところで，燐時行政調査会特別部会からの照会に対してょせられた首都圏整備委員
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会事務局の意見陀よれば，
「イ 首都圏整備委員会す発展的に解消し，責任体制を明確化し，行政事務の能率
化を図るため首都圏準備庁を設置する。
ロ 首都圏整備計画に関する国の事業の実施に要する国の予算を首都圏撃備庁!tr
二会合主し，各省庁の直轄事業にかかるものを除き各省庁に移し替えないで執行す
る。
ハ 首都圏の公共施設の整備K関する特定の事務Wかかる各省大臣ρ許認可，指
導，監督等の権限を一元的に行使する。 J
という 5点が要求されているのいうまでもなく首都圏整備委員会事務局わ意見が，さ
きに紹介した岡崎私案に代表される改革案の簡潔な総括だとみることは強引な推測！に
なろう n しかし，両者の論旨の相似形であることは否定すべくもないのであって，岡
崎試案との関係を推測することは妥当な判定ではなかろうかn⑬
きて臨調特別部会それ自体の作業は昭和38年の 1月「首都行政に関する報告託業）J
としてまとめあげられたの臨時行政調査会がその「首都行政の改革に関する意見」の
なかで（ 1 1 7頁），「 38年1月にその報告を得ましたので，この報告を基礎とし
て慎重審議の結果下記のとおり意見を作成しました」と述べている「報告」は，この
報告（案）を原案とし，峨山部会長からの修正意見⑬を参考として最終的に臨調でね
りあげられたものと推定されうるn なお，「報告」（案）わ基礎となヮたと恩われる
⑮ 「首都行政に関する調査要項」案 ( 3 7：年12月〉と「首都行政に関する報告Jとの
問題について，太田委員から「『首都行政に関する報告』について」という批判的見
解が提出されていることも忘れてはならない。なぜなら， 7人委員会が「意見Jをま
とめる段階になると，上記のf報告」内容をめぐる問題点の審議が委員会内部の厳し
い対立を生みだす契機となったからである。そこでの論点は後にふれることとして，
ここではこの点をあらかじめ指摘しておくにとどめたい。
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第3章 「首都行政の改革にl謁する意見」の策定過程
（その之）
「首都行政に関する報告（案）」の内容は，第一章，緒論，第二章首都及び首都圏
の実態と地位，第三章，東京都の性格と行政の現状並びに問題点，第四章，首都地域
tておける各種行政の在り方とその欠陥，第五章，国の責任の明確化と統合調整機閣の
設置，第六意，行政能率の増進と行政管理の改善，第七章，市民及び市民団体の協力
参加の促進，第八章，欠となっている。この「報告（案〉」の審議過程を臨調特別部
会の議事録で辿ってみると，第四章迄の部分と第六・七章Kついては，報告案に対す
る批判というか積極的な反対論はうかがえない。とりたてて問題とする必要がなかっ
たのであろう。ところが第五章の内容Kかんしては，特別部会は俄然緊張し，この部
分の審議をめぐって臨調はあわただしい雲行となった。というのは，まさにこの第五
章，「園の責任の明確化と統合調整機関の設置」こる．峨山委員を長とする特別部会
が「東京問題Jf'L対してあえて提起した処方愛であったからである。
そこで，この事情を念頭に置き乍ら，まず第五章の内容を簡単K要約してみよう。
首都行政の区域には， 49 2の地方公共団体がある。すなわちこの区域は，東京都
をはじめとして一都七県，都内23の特別区， 1,0 0 0市， 23 1田r.1 3 a村が存
在し，約2,4 5 0万人の人口をかかえた世界的「メガロポリス」側を形成している。
しかも，区域内Kは，国の行政機関すなわち各省がそれぞれの行政組織法および各省
設置法Kよって定められた所掌事務をもち，またそれぞれの地方支分部局が設置され
ているつそれだけではなく，公社，公団，事業団・営団も国レベル．地方公共団体レ
ベルにわたって存在しているのである。したがって，かりに「首都行政」という用語
を使用するとしても，「首都行政なるものは，司および地方自治のこまぎれ的に断片
開化された不統ーな行政機構の雑然たる集合をいうにすぎない」 ，というほかない。
例外として首都圏整備委員会が唯一の地域計画機能をもつものとして存在しているが，
その統合・調整権限は極めて弱体であるから，首都行政に関する行政機関は，「不統
一な分立状態」（18）を示し，「首都行政は，全く一体性を欠いた主体性の寄り合い世帯
K過ぎない」仰というのがまさに現状なのである。首都行政の区域とその行政構造を
このように診断したのち，「報告」案は，上の状況K対する「国の責任の在り方と所
（狐在Jという問題を提起して，「おそるべき混乱とうれうべき事態」 を警告する内そ
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回目してこれに対し「国家」は重大な責任を感じなければならない」 と述べて，国の責
任を強調しつつ，対策の基本方向をうちだそうとしている。
第－vc，国が首都行政の一体性を確保するためには，各行政機関の統合・調整をは
からねばならなし、。そのためKは，首都行政K関する限り各省予算を一括して計上する
必要がある。そして．予算の「一括計上」を「不可欠」の要請と考える以上，それを
所掌する国の機関が必要となる。そして，その機関は，「予算の前提となるべき首都
行政区域に対する開発整備計画の樹立とそれの実施に必要な総合的施策の推進を図り
うる行政能力を備えたものでなければならない」。凶
第二の方向設定は，予算の「認証」という新しい提案である。予算の「認証」手続
が必要であることを強調した報告〈案）vcは次のようK述べられている。 「首都行政
の一体性K鑑み．一定の機関において各地方団体が聞の財源賦与を要求する事業の計
画を調査するとともにその予算額を査定し，その認証を与えるものに対して，その財
白司
源を確保せしめる方途を講ずる必要がある」 。さらに報告（案〉は，この予算国富
証」こそ，「地方自治を尊重しつつ，首都行政の一体性を確保し，地方公共団体の相
互関係および固との協力体制を推進しうる鍵ともいえるであろう。整備計箇が行民邑
程から遊離し，実効を伴わない一半の原因は，この財政的措置を欠いているためであ
る」，と断定的にいいきっている凶。
第三点は，首都行政を一定の広域行政として構想する以上，全国総合開発計画K基
づいて設定されるべき地域総合開発計画，または，地方制その他広域行政機構との関
係にかんする方向設定がなされねばならない。報告（案〉は，これらの問題を今日の
時点で「予想しJ，比較検討を加えることは困難であるとしながらも，この首都行政
を対象とする広域行政機構の機能は，計画・調整機能Kとどめ，「実施機関たること
白日を必要としない」 と判断している。その理由として，「実施Jは，現在の各省庁の
E日手Kよづて行われる方が「より効果的」であるからである 。と説明している。
第四の方向設定としては，首都行政の一体性を確保することは絶対的な要請ではあ
るが，だからといって，「首都圏省」のようなー省を新設し，現在各省庁が担当・所
管している行政事務と事業計画をこの「首都圏省Jvc移管する方途は「採択」しない，
という方向がだされている。その理由について，
-42一
第一に，
「首都行政の一体性といっても，圏の一部であり，しかも各省の分掌する事務と有
側9関連をもっている。従って，各省の長期計画または年次計画K基く施策または
事業と機械的K切りはなすことは困難であるばかりでなく，また得策でもない」＠。
第二に，
「また，今日の地方自治制度の下Kおいて，地方自治体に対して，管轄区域が首都
聞に限定せられるとしても，自治省の外にさらに省を設けることは，地方自治の制
位百
約になるおそれがあると考えられる 。J
と述べている。それでは，「国の設置すべき統合調整機関」には，いったいどのよう
な行政組棋が予定されているのであろうかのここで報告（案〉が打出した構想がJ首
者圃庁」の新設Kほかならない。そして，この「首都圏庁」の組織，権限としては，
およそ次のようなものが予定されていたのである(28)。
「1, 総理府の外局として，国務大臣を長官とする首都圏庁を新設する。
2, 各省（公社・公団等を含む〉の首都圏K関する計画および施策との調整を図
り，独自の総合計画と年次計画を樹立し，それK基き各省予算K認証を与える。
大蔵省は査定の際Kこれを考膚しなければならない。
3, 関係地方公共団体の事業計画とその予算について認証または同意を与え，地
方公共団体への国の財源措置を確保する。
4, 首都圏内の地方公共団体（都県を主とする）の財踊埼整の方途を講ずること。
5, 国および地方公共団体その他の関係事業団体の協力体制を推進し，各省の許
認可事務の一本化K貧する窓口的役割を行い，関係事業者の便宜を図ること。 J
右の5項目からひきだされる特色としては．首都圏庁は省ではないが，独任制官庁
として構想されており，その諸機能は，もつばら計画と調整の機能を司るものであっ
て，いわゆる実施機能をもたないという点があげられよう。計画一実施を一元的に
鰍りする首都圏省方式は，採択されなかったのである。だが，計画と調整を目的とす
る以上．既成の各行政機関ならびに関係地方公共団体に対するこの首都圏庁の計画・
調整繍巨を実質上担保する保証手続が与えられなければならない。報告〈案〉がそこ
で提起したのが，「評議会」の新設である。
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評議会の構成メンパーとしては，「司の［羽係行政機関の代表者，地方公共団体の代
表者，閣係事業，機関の代表者及び学識経後者とする」と定められ，さらに，「その
「才ー マ
協議会の運営を効呆的能率的に行うために常任委員会および部会別な適当な方策がと
りえられる」 と提案する ρ すなわち各行政機闘ならびに胡係地方公共団体の「協力」
は，「一定事項に支すする決議長会Lろ会議会を設置することによってえられるJ(30）。
この評議会の込議は，第一K，「とくに，首都圏の整備計画と総合施策の実施に闘す
る予算Kついて，その編成に際し，大蔵省の査定において効果あらしめるためにも…。1) -…・・必要と考えられる」 。それだけでなく，第－VL，「このような民主的な椴調」
ー評議会の存在は，各省との調整にさいしても，「大きな影響力をもっ」であろう
との期待が寄せられている。さらK第三十て，各地方公共団体の地方的割拠主義と各省、
の縦割り的審！拠主義を「打破Jし「匡正」することが，首都行政の一体性を確保する
ためには絶対的に必要である。だが，首都行政の一体性確保の手続は，「一挙に制度
改革によって確保できるものではなく，このような協力参加の機会と場所を通じて確
自由
保できるものと考えられる」 ，と述べられている。評議会の決議権は，対大蔵省，
対地方公共団体，対各省庁のそれぞれK対し，首都行政の一体性を確保する保証手続
として絶大な期待を寄せられていたのである勺そこで「調整とその方法」 Kかんする
具体的な提長がなされなければならない。
首都行政K関する報告（案） VCは，調整K要する時間，調整の困難さを予想しつつ p
それらを回避するために次の四つの提案がだされている。（3)
「A、評議会又は協力会議の議長には．通常の協議または審議会の例uvr:よらずに，
首都画庁長官をもってこれに充てること。
B、内閣レベルに閣内委員会を設けて．関係行政機関の調整を行わしめること。
C、内閣総理大臣に対して首都圏行政に関して指示権を与える等，内閣法を検討
すること。
D、首都圏庁の事務局をして各省と事務上の調整を行わしめると共K評議会K対
してもその事務を担当せしめること】」
なお報告（案） l'Lは，首都および首都圏の整備開発計画と総合的施策の推進にさい
しては，計画ならびに施策手段を検討するとともに，とく K，土地利用，地価抑制，
河川管理，公害対策等については，首都圏庁において必要な措置の立法化を「検討」
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することが望ましいと指摘されている。
ところで，右にふれた特別部会の「首都行政K関する報告（案）」にかんして，蝋
山部会長から「修正意見一覧」が提出されていた。この磯山部会長の修正意見は，こ
の報告（案〉の審議K資するためであろうか，とくに印刷されて残されているが，こ
の修正意見では，報告（案〉の 98頁から 10 5頁，すなわち，第五章の「国の責任
の明確化と統合調整機構の設置」にかんする修正が重要な部分であるよう陀恩われる。
だが，両者を詳しく比較すると，修正意見の内容は，報告（案）の骨子の補充程度と
いってよく．論旨の点できわだった修正だとおもわれるところは見当らない。
きて，上K紹介した「首都行政K関する報告（案）」が，どのような経過を辿って
最終答申ー「首都行政の改革K関する意見Jvc到達していったのであろうか。この
過程の詳細な経緯は必ずしも明瞭ではない。おそらくは，今後ヒアリングによって補
充する必要があるかもしれないのだが，「報告（案）」と「意見」を詳しく比較し検
討すると，一目瞭然、，臨調「意見Jの骨子は．すべて「報告（案）J vc提示されてい
ることがわかる。とくK，臨時行政調査会の会議録をくってみると， 37年 12月26
日の第36回会議議事録から 38年4月30日の第 57回会議議事録にかけての7人委
員会の動きは，ある程度まで追跡することが可能であるっそこでは．「一括託上Jの
再軍，「首都圏庁J構想の問題，「首都圏庁J構想、と地方自治の問題，「評議会」と
「決議J権をめぐる問題，「常任委員会」における全会一致制の問題等が討議の核心
になっている。議事録が速記であるから，やや繁雑で．必ずしも論旨が明白であると
もいえない部分もあるが，最終「意見Jvc到達するまでの経緯を辿る意味で，以下Uて
この7人委員会の審議過程を追跡してみよう。
まず， f一括計上Jの問題についての審議は，第36回会議から始まっている。
「高橋雄犀委員 これ』ま大変なことになる。やはり予算は各省で作らせて，そのうち
で首都圏K関するものを持ってきて集めて，そこで一括して出すというのでないと，
首都圏だけで各省の予算を編成すると，各省の技術者，それから会計課の主任みた
いなものを一つ一つ全部持ってこなければならない。とれば大変なことになる。
機山政道委員つまりその常識的な文字が計上ということなのであって，とKかく
計上してみる。それは独自の立場でも計算するし，各省の予算の内容を知って，そ
れで調整する場合もありましょうし，とにかく計上していくのであって．編成とは
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いえないわけです。概算を出すわけではない。そういう意味で…・・
今井一男委員 そこがデリクートなところであってね。ーヰ略ー
高橋委員執行はまた各省へおろす。ですからそうすれば，やはり予算は各省で作
らせてですよ，それをまとめて出すという方式でなければ動かないだろうと思うの
ですが，どうでしょう。
増山委員私もまあそういうふうに思っているのですけれども，ただそれが，首都
圏庁で一括計上したところの予算と背馳しないようにですね。まあH ・H ・
高橋委員 ただ，これは案としてこれを出す。これを行なわせるということになれ
ば，いかにして予算を作るか，いかにして予算を行なうかということは，根本問題
になると思うのです。
坦山委員 だからその点は根本問題になりますけれども，それをデテールにわたっ
てやるということになると，非常に大変なことになりますので，そこまで……
佐藤喜一郎会長 そのうちの一番いい方法を…・・
今井委員 その方法をにおわしておかないと，非常に一括計上ということは問題が
あるし．それがまた非常に弱いものになる。
議山委員 なぜ一括計上というぼく然とした表現でいうかといいますと，つまりデ
テールにわたるという，今までの慣行を変える必要があるし，法律を変えなければ
ならないという，非常にめんどうくさいことになりますので，そのようなことから，
この思想とか自信が失なわれてしまっては，考え方までいけIt.いのだということに
なると困る。そういう方面までわれわれは予想しているわけです《
今井委員 ただ問題は，国の各省の行政だけのものならば，既存の制度で，各省で
相当ゃれますけれども，今度の構想の中には，地方団体聞の調整というものが，タ・
プつてはいりますからね。その点，今までにないアイデアだと思うのです。その点，
法僧仇考慮というものが非常に出てくると思うのです。
~山委員出てきます。一中略ー今までは縦割りにしてみんないっているわけ
ですね。それを横にこういう一体性を確保しようという意味，そこであんまり強い
権限を与えると，それは動かなくなっちゃう。」
ここで依然問題化したのは，「一括計上」の問題である。これが，まず高橋委員・今
井委員ら現実主義的立場からの鋭い批判を呼び起こした。ついで，機山委員と他の委
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員との対立は，首都行政における行政事務にはその必要性・緊急性の視点からプライ
オリティを設けるべきだという峨山説と，これに廊守する佐藤会長らの見解との対立・
緊張となってあらわれた＠。 38年 1月9日の 37回会議議事録によれば，地方自治
の問題，「庁Jの問題，「計画」の問題，行政委員会をめぐる問題等，審議が中核問
題にふれるにつれて， 7人委員会の審議内容はかなりの期も模様になっていった。例
えば，地方自治の問題にかんして，たまたま臨調第二部会がその中間報告で広域行政
機関の提案を行ったことがひとつの契機ともなって，
「依藤会長 この地方自治という考えは，学者なりあるいは何なりで決っているの
ですか。財源がないのに地方自治だなんていったってしょうがないじゃないか。と
いうことは，誰も言わないんですか。
高橋委員 いやいや，それは言っている。
場山委員それを言っていますけれどもね，なかなか……。
今井委員 それからもう一つは，私もこの地方財政の問題は，従来だいぶ本格的に
やらされたのですが，いかにやっても，結局税源のいいものは，地方にやると，地
方でまた差ができてしまうのですね。
佐j議会長 うん，それはまあ地4或差ができるでしょうねえ。
今井委員地域差，それがもうどんどんひどくなってしまう。だからどうしても国
としては，それを園がかっぱらってきまして，それを全国的にやらなければいけな
い。そうなると，やはり自主性はどうしてもそこなわれるのですね。……だから，
いわゆる絵にかいてあるような自治はやりずらい目見」
というやりとりがあった。ところがこの地方自治の問題にかんして，城山委員は他の
委員とともに，太田薫委員の見解と真向から衝突することになった。 「なんとかして
首都圏整備委員会を強化する方法はないかというのが，われわれの構想の出発点なの
です⑬。」この立場から，峨山委員は，自治派と官治派の対立を否定して，第三の行
き方を打出そうと苦慮している。ついにかれは，自治派と官治派という「その深刻な
対立は，私はおろかだと思うのです。もはやこの時代に至って，官治だ，自治だなん
ていって争うべき時代じゃない。そういうまあ第3の行き方を打出しているのですが，
首都圏庁ということをたまたま申しますと，やはり官治派がまた出てきているじ宇な
いかということで，自治派は反対するといったようなことになるのですが，そこは，
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案の内容を詳細にご覧になれば，疑いは解けると思っているのです。 J城山委員は確
信をもっていいきっている⑪。ところが，太田委員は，まずこの特別部会の報告は，
特別部会以外の三部会が行っている「仮説Jの設定という手続を経ていないから，吊す
議の機会」がなかうたと指摘し，したがって，報告に対して「代案みたいなものが出
てもしょうがないと思う」と述べ，さらに一般論から一歩ふみ込んで，報告の第四章
までは「大賛成だが」第五章が問題だとひらきなおった。太臼委員の発言をめぐるや
りとりは左のとおりである。
「太田委員一つは，緊急、を要するから．今の機構をあんまり変えずに，もっと強
力にしたい，というのが佐藤会長の支あ一つの考え方……。ところが私も，その強
力にしたいということはわかるのだけれど，城山案のやつは，どうしても上へ吸上
げる。この自治権というものを強力にしたいから，それを私は下げるだけ下げても
らって，残った問題だけ強力にしたい。ということになっているのですね。私の案
でいえば。ほかの人の案も，それなりに四主主まで認めてどうしょうか，という問題
になっているのですからね。
高橋委長私のは少し違うのです。
太田委員あ，そう。
高橋委員根本的に違うのです。前の問題で。」
すなわち，機山特別部会長の手元でとりまとめられた「報告Jに示された地方自
治のあり方に対して，まず太田委員が異議を表明したのであったが，それだけでは
なく，との特別部会の「報告」に対し，高橋雄犀委員も太田委員とは別の角度から
根本的に反対だという見解を表示したのである。
「高橋委員 しかし，一都七県までまとめて一つの大きな地域内の総合的な開発計
画を立てるということは，東京の問題を解決するということとは別だ。...・H ・－－それ
はこの際やるべきじゃない。ー中略ー だから問題を，東京をいかにして処現
するかというポイントに限って首都圏庁がやるべきだ。そういう事です。それ以外
ないのです。
議山委員 だからそれは，もうわれわれも予想している。それがダメだという考え
方なのです。
高栴読~~ ああ，それは私は，ダメじゃない。
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馳U委員そういう考え方なのです。だからかなり違うのですよ。
高橋蚤呉違うのです。その点が根本的に違う。」
両委員の見解の差異とへだたりはかなり根本的であった。そこで臨調事務局長の調整
に加えて太田委員，今井委員の 2人とも調撃に参加したが，問題はかなり紛糾し，こ
じれていった。再び会議議事録をくってみよう。
「太田委員その問題を犠山委員がいわれている，そこをどこまで制限するか。そ
れは高橋委員みたいにいえば，私も原則的には全部，城山案には反対なんですよ。
高橋委員 そんなこと言っちゃいけない。
太田委員いや反対だっていうんだ。ぼくは広域行政というものは，自治権が取ら
れる傾向を持っているから，その観点からいえば，全部反対なんだ。だけど，反対
だけど，緊急性という問題があるからどうするかということで蝋山案に接触してい
るわけなんだけどね。
高橋委員私は広域行政賛成なんです。
太田委員 ぼくは反対だ。とくに今の第二部会の主流がやっていることは，絶対反
対なんだ。これは目的意識をもっているから。・H ・H・－・本当をいえば，原則的には全
部反対ですよ。
高橋委員太田委員そう言っちゃいけない。
太田委員いや高橋委員がいま原則的に反対，それと同じですよ。本当いえば。
高橋委員いや，原則にはいいんだ。」
ここで城山部会長は再び自説の骨子を説明した。かれは，地方制度調査会の答申に
は内容がないこと，したがって，「それに対する，プランクになっているところをわ
れわれは埋めたつもりなんですjと述べたが，委員相互の見解の対立は容易にはほぐ
れず，とりあえずこの事態を外部に出さないことにする一方側，事務局レベルで各委
員の意見を調整してみることになった。
「太田委員だからこうなるとねえ，ほかのまあ機山さんをのけた残りの5人の委
員は，四章なら四章まで大まかに認めて，具体的なことで相当違いがあるというこ
とになるし，それから高橋委員はまあ全章を認めないというところに一つの問題が
あるでしょうかね。
高橋委員そうそう，ええ。
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太田委員 そういうように考えていったら磯山案を否定したとか否定しないとかい
う問題は起きないのじゃないですねえ。
高福委員 そうそう。それはそうだσそれだから，それまで大体こういう委員会だ
から，最大公約数で考える以外に手はないのじゃないですか。原案が出たのだから，
このとおり通すよりしょうがないぞと言われてもちょっと困る。
霊童山委員 いや．そのまま通せとは言っていないのですけれども。その案に対して，
この点は反対だとか，この点はこういうふうに変えるべき意見があるというのなら
結構だけれども，万ljな案をお作りになるのでしたらいけないと．こういうわけです。
局長代案というような一つのものにできないだろうと思います。いろんな案が，
…・案といいますかねまとめ方は……」
「『首都行政』に関する各委員の意見の調整について」を議題にとりあげた， 5月
2 0日の第47回7人委員会では，この問題をめぐって極めて深刻な対立をうみ，緊
張したやりとりがみられる。まずここでは最初に城山委員対太田委員の見解が対立し，
次のような発言がみうけられる。
「数山委員つまり，私以外の方の調援は，まあ程度の差があるかも知れません。
調整ができても。私どもは調整をする必要ないという考え方なんですね。
太田委員私はそうじゃない，全然、。なにがなんでも自治権が堅持されなければ，全
部反対なんだから，そこはちゃんと私もil1特てやっているつもりです。
場山委員 だから代案としてされるのだったら，私はかまわないけれども．調整だ
勺たら，こちらの意見も聞いてもらいたい，こういうのですね。
太田委員 そういうことを，ここでいついつ議論しておると，議論しているうちに，
溝がだんだん深くなるようなものですよ。とういうものは。ー中略ー 私のよ
うにしキペりつけたものは，いくらでも喋りますからね。
治山委員私もはっきり申し上げておきたいと思うのですけれど，私どもが書いた
勧告について，ここをこう修正しろと，こういうことだったらわかるのです。です
けれどそうでなく，たとえば代案をつけていただいて，そしてどっちをとるのかと
いうことを決めていただきたい。
太田委員どっちをとるのかといっても，これは満場一致だからとりょうがないの
ですよね。だから調整をいっぺんしてみるのですね。 一以下略ー」
? ?? ?
上の経緯掛歪て，こ¢段階で再び調整にとりかかることになったのであるが，臨時行政調
査会が全員一致主義をとっている以上，委員会の審議においては多数説・少数説とい
う決定はありえないからである。だが，蝋山部会長の「報告」に対しては．ここで紹
介した論点以外でも，報告が提起したユニークな部分には，ほとんどといっていいく
らい他のメンパーからの反論を浴びせかけられた。例えば第37回会議議事録には，
「庁」について，事務局長から城山部会長の説明に対して批判があり聞，これに関連
して，行政委員会制の弱さー権限の弱さを指摘する蝋山部会長の説明に対して，今
(4四井委員が首都圏整備委員会の強化で行けと提案し ，また首都行政を広域行政のパイ
ロyト・プラン，モデル・プランにという城山委員と事務局長との間巳激論が交され
(41)，やがてそれが喫機となって高橋委員，佐藤会長すらモデル・プラン方式に反対だ
という態度を表示するところまでになってしまった問。こうした議論の筋道を辿って
いけば，「計画J概念について積極的な磯山委員と「計画」そのものに消極見をとる
(43) 佐藤，高橋．，今井委員そして事務局長との見解の対立が浮彫りになったのであった
一 （4)
蝋山部会長が謁整の問題点を具体的に示唆したのを契機にして ' 7人委員会は4
月3日， 4月10日の2回にわたって，第 51 • 5 2回の会議をもった。そのうち4
月3日には，「首都行政にかんする中問調整案」をとりあげ．ついで4月10日の会
調主「首租巧守政に関する報告について」という議題をめぐって審議が行われている。
第57回会議議事録によれば，まだ提出されていない太田委員の意見をも頭に入れな
がら，四点にわたる調整を行った経緯を城山委員が報告し，とくに，独任命i臓関とし
て首都圏庁を創設して，この首都圏庁を計画と調整の機関とすること，したがって，
現時点において各省庁がもっている既存の実施権限にはふれぬことを明確にした。し
かしながら，首都圏庁の設置は，一面では，中央各省の割拠分立主義にもとづく反対
だけではなく，他方で，地方団体からの反撲をも蒙ることであろう。城山委員はこの
発想、から出発して，独任制の首都圏庁長官を牽制すると共に調整・計画の実効を保障
するために，評議会が設けられていることを強調しつつ，
「関係地方公共団体および市民団体の代表者並びに関係各省のft表者をもって構成
する評議会において，首都圏庁長官の行き過ぎを是正するとともに，地域行政の協
力体制を確保するために密接に相互の連絡協議を遂げるものとする」
という文言を捜入したと発表した。さらに蝋山委員は，首都圏庁の所掌事務について，
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「認証Jという言葉よりも「一括計上Jのほうがより「強力Jではないかという判断
から「一括計上するかもしくは認証する」としたいと述べるなど，自説を詳細に展開
した（45~ しかしこれは蝋山部会長個人の昆解の骨子は，説笹栄の骨子で，「一括計上
するかもしくはる証jではなく，むしろ，「認証もしくは一括計上Jの方が好ましいという
主張であって，「私は原則としては認証でいくべきだJ，とも述べている。その理由
を，かれは，
「認証というのは審議をして，そうして一種の大蔵省的な表現を用いれば査定をす
るわ庁です。そうしてそれに対して同意か不同意かということをいう。それを大蔵省
にもっていきますから．大蔵省はそれを用いてくれるのがあたりまえじゃないか。そ
の意味の認証で十分効果が上げられるように今後はする。各省の立前は認めるわけで
す。各省研都民を切り取ってしまうようなものは，生体分割の方法でして，これは一
番茶療冶なんです。 ー中略ー 無理なことをしないでも各省をしてそういうふう
に術専せしめ，また大蔵省の予算査定方式の中に地域性というものを，地域開発計画
というものの重要性を認識させるということが政治のいき方じゃないか（461」
と展開している。蝋山委員は，ここで，重ねて右の調整案を盛りこんだ「首都行政の
改革に関する意見（案）」の線でもって 7人委員の審議がまとまるように要請し，I私
としては太田さんの意見を十分に入れたつもりです。 ー中略一 太田さんも納得
していただけるんじゃないかと私は推測しておるわけです。そういう意味で私として
ー （4田は今後，部会側の意見が全然無視されるようだったら，」の際やめてしまいたい 」
と発言した。もっともこの第52回の7人委員会には問題の太田委員は欠席しており，
7.-(49) また，太田委員の意見はまだとの段階では提出されていなかったのであ d 0 
とくに，上の「認証Jの効果を確保する呂的のもとに，評議会に「決議権」を賦与
する点については，白熱した議論がかわされた形跡、がうかがえる。例えば，この点に
ふれてまず今井委員が，「『議を経なければならないJ，あるいは『...・ H ・－－付さなけ
ればならない』のはたくさんあるんだけれども，『議決を経なければならない』とい
うふうに書いてある例はないですね。『議を経なければならない』という法制局流の解
釈は，諮問をすればよろしい，会長宛に送ればよろしい・H ・H ・・・＿！ではないか，と述べ
て疑問を提出した。一方，今井発言とは違った視角からこの問題を把えて，決議機関
とすることに対する疑義を提起したのが高橋委員で，かれは，
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「高橋委員決議機関にして強くすることが地方庁のために，地方庁の刺益という
か，主張を容れてやるためになるという意味らしいんですけれども，政治的ticは逆
になりやせんかという感じがするんです。結果を見ないとわかりませんけれども，
おそらくこういうことです。」
と述べた。
蟻lJ委員の手になる苦心の調整案には，評議会の決議を武器として大蔵省および各
省庁に対する発言権を強化し，それをパプクアププする「一括計上Jもしくは「認証J
という新提案を行なおうという悲願一期待がこめられていた。この評議会の創設こ
そ，首者所守政の一体性を確保する最終的な回答とされたことはそれなりに理解できょ
う師団。ところが．その提案が，逆に地方団体への「拘衆力」となるのではないか。高橋委
員の質問の趣旨はこうである。この疑問にヌ守して殿山委員は，その点をあっさりと認
めただけではなく，その必要があると断定する一歩手前のところまで思い切って発言
している。
「議山委員私はあなたのいわれることに実際上ある意味で賛成です。ところが，
あなた自身もいわれておりますように，水の問題について，あるいは道路の問題に
ついて，住宅の問題について，協力的な計画遂行をしなければならないといってる
んですから，どうしても地方団体の賛成を得なくちゃならないんですよ。それとど
ういうふうに調整しますか。 J
とやりかえした。こうして，中央各省庁に対しても，また地方公共団体に対しても，
首都圏庁ー評議会構想は上下二つの墜につきあたったのである。このことは否定で
きない。となると，この評議会の構成ともからんで，「決議」の手続，その効力は具
備句にどうなのか。とくに，この決議の手続が全会一致制かそれとも多数決制なのか，
あるいは問題を裏返していえば，かりに多数決主義を採用するとすれば，少数派の立
場，その利益はどうなるのであろうか。評議会がさきにふれたような構成をとるとす
れば，この問題は微妙かつ深刻な問題であった。
さらにこの点に関連して，高橋委員が提起した問題提起を辿っていくと，奇妙なと
とに，高橋委員の主張と太田委員の立場とは一致する内すなわち「『首都行助こ関す
(5日
る報告JについてJといろ表題の太田意見は ，要するに，首都圏庁ー評議会とい
うユニークな提案に批判的である。批判的というよりも，その内容についていえば，
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むしろ反対だといった方がよいであろ号。その立論の骨子を紹叶しよう。すなわち，
太田「意見」によれば「『首都圏庁』案は，われわれの立場からみても中途半端であ
り，地方自治体の立場を守る作用を呆しえないものに転化する危険をもっているとい
わざるをえない」（ 1 0頁）。それでは，「東京の混乱」は呆して誰の責任か？「わ
カ習のような条件のもとでは，大都市対策は，国の責任である」（ 1 3頁）。だから，
国土「東京」の大都市問題tこ対する責任をとって，大都市対策のための財源援助をす
べきものなのであるのこれば，首都圏庁を作らなくとも，国が既行の東京都，関係府
県，市町村と協力してやれないことではないのである」（ 1 6頁）。しかし，こうし
た責任返上論でよいか，どうか。すくなくとも，これでは一切の責任と作為の起点を
放棄した形となろう。そこで，太田意見は，かろうじて，首都圏庁案には，それが，
「現状を打破する怠図に出たものとすれば，われわれの立場に近いが，これも必ずし
も，そのとおりになるという保障はない。」したがって．「首都圏庁予，ほんらいの
意味での都市計画の実現のために，国の政策を変えさせうるかどうかは，きわめて疑
問だといわざるをえないのであるJ，という結論になっているn ととであきらかなこ
とは，首都圏庁構想に対する批判はともかく，その批判をふまえた代案は太田「意見」
からはうかがえない，ということである。否定を根底にした「国の政策を変えさせう
る」代案の提起はなされていない，といわざるをえない。
さて第55回臨調7人委員会は，再度「首都行政の改革に関する報告」案を議題と
した。期日は己に5月に入っており，特別部会がこの問題に対して結論をだす段階に
入っていたこともあって，緊張したやりとりがかわされている。論点は城山委員の説
明に対して，まず事務局長が反論し，さらに，事務局長とは逆の立場から太田委員が
轍U委員の報告案に反論するという彩で展開している。論争のき円かけは，現行の都
市言十商法のありかた，とくに都市計画事業とその決定，年度割の施行形態をよりどこ
自I)
ろとして，「都市計画というものは非常に静的なものです J，という局長が，「都
市計画事業を知事が勝手に決めると，国が当然こんどは5分の 2なり 2分の 1なりの
負担をしなければならぬという問題がでてくると思う倒」と，批判的な発言をしたこ
とが契機となった。たしかにこれは，いかにも行政実務家らしい発言である。これに
対して機山委員とのあいだで次のようなやりとりがかわされている問。
「域山委員 固としての立場をいまここでいっているのではなくて，ここでは地方
-54ー
自治体としてはとにかく，そういう点についての決定権を与えてもらいたいと．そし
て，それが首都圏の問題について，首都圏計画との関連がありますからね．そういう
陪題について，全国的の問題じゃなくて，ここでは，首都圏の緊急性．応急性に鑑み
てそういう考慮を払ったらどうかというだけのことで差支えない。
事務局長 だからそういうことは可能かどうかということは問題だと思うのです。
ー中略ー
事務局長 そういうふうに，バラバラなものが法律体系上できてもかまわないかど
うカミ。
太田委員 それは変えればいい。
事務局長その変えることがいいかどうか。
場山委員 一口にいえば，やはり首都闘のようなものができる場合に自治体を圧迫
するのじゃないかとか，そういうのじゃなくて，逆に，自治体のほうに強化するも
のがあればその際しようと，こういうだけのことです。
事務局長 それはいいと思います。それはいいのですけれど，具体的に，こういう
ものをあげて，そして．緊急にこういう措置をとらなくちゃいかんというところま
でいい切るということが，
場山委員 またいい切ることが必要だと，今までは政府は抽象的なことをいったっ
てきかないということもあるわけです。
事務局長 はじめから，これもいうてもきかないかもしれんのだと……。
沼山委員最後はそうですよ。
事務局長そんなことはH ・H ・...。」
このやりとりのあとで，再び事務局長が，この特別部会以外の臨調の他の部会では，
「一応そこまでは考えて，そして案を出していると思うのですよ」という反論を加え
たのに対して，城山委員は，それは「問題によりけりでしょうjとー載し，ついでか
れは，他部会の意向なり議論はこの特別部会とは無関係だと力説し，再度妥協案を提
出した。その際機山委員は，「問題は．こういうことが一番問題になるのは，そうい
うことが，明らかに常識的にみても期予不可能なことを部会としては出せないという
なら，私は実行不可能と思わないのだけれども，あるいは政府は採用しないかも知れ
ないけれども，それは理由があるならば変えてもいいという考えなんですよ。しかし，
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それにしてもあまりに，これは非常識だとか，実行不可能だということが明らかであ
るならば，表現を変えることはいくらでも差支えないと思うわ太田委員だって私は賛
成して下さるだろうと思うJ，といいきった。
こうして，特別部会は最後の詰合tこはいっていった。まず，評議会の内部に設けら
れる常任委員会の議決権について，「全会一致命日」を主張したのは太田委員一人だけ
で，それには明白に反苅だという立場を明らかにしたのは高橋委員と事務局長であり．
また崎山委員は必ずしも全会一致制の必要はないという見解を述べ，佐藤会長，今井
委員がこれに同調した＠。つぎに認証か一括計上かの問題で，高橋委員が，「認証と
書いてあったからといって，大蔵大臣をおさえるということにはなかなかならんとい
う気がしたのですがどうですか」と質問したのに対して，関山委員も「法律的にどこ
まで書けるかといいますと，やはり大蔵大臣がそれに対して尊重しなければならない
と書く以上のことはできないですね。現行の内閣法から」，と答えている。この課題
をふくめて，第55回7人委員会の審議は難航し，最後になって城山特別部会長は，
再度辞意を表明しなければならなかった。
「：謹山委員 もとに戻りますが．あれでしたらやめさせていただいてもいい。辞表
をもってきたのです。今日は。そしてだいたい私の考え方も明らかになりましたか
ら，ですから会長に一任いたしますよ。私としては手をひきたいと思うのです。
太田委員 だけど蝋山委員，原則的には認めて字句的にやはり少しなおすところく
らいは...・ H ・－－，やはり崎山委員になおしてもらわんとほかのもんがなおすわけにい
かないですよ。
世山委員私任かしてもらうならいいですけれどそうでなくしてね折衝じゃしょう
がないn
一中略－
3山委員それで今日まとまらなければ．私はやめますということはつまり私覚悟
してきている。」
しかしこの55回で委員会が最終決定に到達したのかどうかは議事録からは確認で
きない。例えば第 57回会議議事録には，再び太田委員が，常任委員会の満場一致制
について，「この点については文章上なり議事録なり，有効的な措置が講ぜられない
限り，一切僕はもう譲らん。ほかのところは相当考えてもいいですがJ，と述べてい
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るからである。
しかし結局のところ，この問題を含めて．ついにこの段階で，「会長一任」となっ
たのであった伊
??? ?
第4章臨調答申の問題点
ーー「首都行政の改革に閣する意見Jの意義と限界一ー
「首都行政の改革6こ関する意見」の問題点はなにか。臨調特別部会の答申はなにを
ねらっていたのであろうか。主要な論点については，この「意見」が策定される経緯
を辿って解説を加えてきたから，ここではあらためてとりあげる必要はない。ただ臨
調議事録をくってみても，最後のツメの部分が必ずしも明確ではない箇所がある関係
もあって，「勧告」内容が新鮮でユエークな性格をもうているにもかかわらず．詳細
に検討すると，かなりの疑問点が残されている。もとよりこの点は，臨調7人委員会
の全員一致主義という原則と関係している。 7人委員会の審議が，よかれあしかれ全
員のコンセンサスに到達しなければ答申tこならないということは，多数意見も少数意
見もいずれも提起できないというしくみなのである。このしくみとも関連して，まさ
に，この「首都行政の改革に関する意見」もまた抽象的性格をもたざるをえない。問
題はまさにこの点にあたったのであるn
まず，首都圏庁←→評議会一常任委員会という新らしい首都行政の機構をとりあ
げてみよう。
評議会が諮問機関であってはならないということは，従来のこの種の諮問委員会型
の無責任さを否定したもので．当然の措置だといえよう。しかし，評議会に与えられ
る「議決権Jとその議決に実質上の拘束力をもたせる手続規定がはっきり規定されて
いるかといえば，そうではない。この点ではむしろいいっぱなしという印象を拭ひき
れない。たしかに，評議会の構成メンパーには，関係地方公共団体および関係各省庁
の代表者，学識経験者のほか，市民団体，産業団体，労働団体等からも委員を参加さ
せるというしくみは，それなりに評価できょう。だが，その人選については，それら
諸国体の「推せん」または「同意J等による「民主的方法を十分考慮するものとするJ' 
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と規定するだけで，果してこの集団利益の代表体がその意思決定→議決に到達す
る組織であり，それにむけて活動することが可能なのかどうか。この問題は，評議会
運営の実態というか経験に委ねられた課題だといえばそれまでであるが，じつは，本
文で紹介したように， 7人委員会の審議過程で明瞭になった太田委員の全員一致制の
主張と密接に関係しているようである。いいかえれば．評議会議長に首都圏長官をあ
てるのであるが，その評議会の議決に「実質上の拘束力」をもたせるという所期の目
的は，そのことが現実に問題になる以前の段階で，問題の評議会の構成によって阻ま
れるおそれが多分にあるのではなかろうか。また，そうでないとしても，例えば，評
議会において関係地方公共団体の代表と関係各省庁の代表との見解の対立になったと
したらどうなるのか。あるいは，関係各省庁相互間の利害が対立して調整のつかない
暗まどうなるかp 逆に，関係する各地方団体相互の意見と利害が矛盾・対立したらど
うだろうか。こういった諸問題に配慮するためであろう。評議会には，「評議会設置
の目的を効果的に達成するため」に，「評議会委員の互選による」「常任委員会」の
設置が提案されている。これは，おそらくさきに紡干した評議会の構成からみても，
当然の措置であったろう。
しかし常任委員会を創設したからといって，評議会の議決にまつわる難問の解決に
役立つともいえない。ある意味では，問題が常任委員会のなかで一層複雑化し，ある
いは尖鋭化するといえなくもない。すなわち，評議会の議決事項のうち一部の議決権
を常任委員会に「委任」するといっても，第一に，この常任委員会の議決手続が定め
られていない。 「意見」のなかでは，わずかに「議事等その運営について特段の考慮
をはらう」とあるだけである。だが，この「特段の考慮Jのはらい方が具体的に規定
されていないのだ。いいがかりをつけるわけではないが，こういう点についてこそ，
臨調は，まさに「特段の考慮をはらう」べきであったということにもなろうか。また
第二tこ，常任委員会の審議にさいしては，「審議事項に関係のある省庁地方公共団体
の意見をもとめなければならない」と規定されているが，このさい，省庁相互間，あ
るいは省庁と地方公共団体の意見が食違った場合にはどうなるのカh この点こそ具体
的にはもっともむずかしい問題になるのではなかろうか。この2点をあわせ考えると，
常任委員会常l肢をつくり出し，評議会の「設置目的を効果的に達成Jしようというし
くみは評価できるが，必ずそういう方向へむかうという保証はない。逆の結果になる
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ことも予測しなければならなu、じつは，卒直にいって，常任委員会それ自体の議決
手続が白紙であるというところに最大の問題があるといわざるをえない。したがって，
臨調は，まさにこの中心テーマにむけて「特段の考慮をはらうJべきであったのだ。
評議会→常任委員会の煮思決定の手続にはここで指摘された問題点が内在してい
るということは，おそらく臨調7人委員会のみならず「意見」の作成に当った当事者
には周知の事柄であったのではなかろうか。それにもかかわらず，この問題をさぐり
あて，的確な解答を出せない理由を探っていけば，臨調7人委員会の構成に由来する
体質ー全員一致制ーが根本的な原因だといえよう。かりにこれが間働句原因だと
すれば，直樹句原因としては，本稿で紡干したように，城山部会長対太田委員の見解
に代表される見解の対立，とくに地方自治をどうみるかという問題について，太田委
員が評議会→常任委員会のあり方に関し全員一致制を強く要求しつづけた経緯を想
起すべきであろう。 「特段の考慮をはらう」という表現は，右の事情や諸条件のから
まった問題を抽象的・一般的表現でいいあらわしたものであり，おそらく，ここらあ
たりに「特段の考慮」をはらうことのむずかしさがあったのではあるまいか。
なお勧告の， 2・必要な関連措置の（Il関係機関の事務計画との関連，（2）地方自治の
強化とそれをうけた同→闘の5項目も，上の論点に関連する。しかしここでも臨調
「意見」は一般的，抽象的だという印象をもたされる。たとえば，関係機関の事業計
画の策定にあたっては，首都圏計画が尊重されるよう「必要な措置Jを講じなければ
ならないと述べられている。だが，「必要な措置jとは何治、これについてはふれら
れていない。首都圏庁が実施機関ではないことになったのであるから，この「必要な
措置jをいま一歩具体的にうちだすことは，まさに「必要な措置」なのである。だが
この問題の解析もついに手がつけられないままだとすると，結呆的には現状を肯定す
る結果に止まったとみるほかはない。また（2）の地方自治の強化4こかんしては， 5項目
がとりあげられ，国の「措置」が要望されている。しかし積極的にたちいって発言す
るならば，この5項目の要望はそれ自体まことに結構な措置ではあるが．この種の措
置Jが，現行法体系を前提として考えた場合，果して可能であるうか？そのためには
なによりも，行政事務の委譲と財源の再配分が不可欠の措置だといわざるをえなu、
勧告が，「行政の委譲および財源の再配分に関する全面的かつ根本的改革は，なお，
慎重な検討を要するが」と述べていることは，この種の問題をとりあげることを留保
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した姿勢にほかならない。しかしここでとりあつかっている「首都行政の改革に関す
る意見」だけではなく，臨調答申全体が，じつは，この問題を正面からとりあげて
結論をだそうという方針でもなく．またそういう態度ではなかったのであるから側，
それまでといえばそれまでのことであろう。しかしこの問題はさておき，評議会一
常任委員会の意思決定とくに議決手続がナチュラルに進められうるという保障はない
ととだけはたしかなのである問。
最後にいま一度この点と関連してもうひとつの課題である首都圏長長官の認証の治的
現実的効果はどうなのであるうか。あるいは，大蔵大臣の「尊皇主義務」は実際上どの
程度有効なのであろうか。この2点は，臨調特別部会の審議の中心課題であったので，
議事録を引用して，問題の所在とその論点を明確にしてきたから，これ以上ここでと
りあげる必要はあるまい。要するに，「尊重義務」はやはり文字通り尊重義務であっ
て，それみL上のものではありえない。したがってその実効性については，法的拘束力
によって担保されない以上，これまた保証の限りではない，というほかはない。この
ほかに「調整権限J，たとえば，関係地方債の策定にさいして自治大臣が首都圏庁長
官に「協議」すること，あるいは，関係省庁の長が，補助金の配分とか重要な許認可
その他の関係行政処分にあたって，首都圏庁長官に「協議」すること，さらに，整備
開発計画および事業計画の実施について，首都圏庁長官は，関係行政機関の長，関係
地方公共団体または関係事業者に対して，必要な「勧告」をすることができることと
する，という諸項目の実効性にもかなり問題が残されていよう。たしかに，首都圏庁
長官tこ「協議」する義務を課し，あるいは長官に「勧告」権を与えなければならない
という要求は正当である。しかし，現行法制のしくみからみれば，「協議Jなり「勧
告」はいわば一種の精神訓話的効果しかないという常識が支配的だとすれば，いま一
歩立入った対策がたてられてしかるべきではなかったかの
以上，「首都行政の改革に闘する意見」の問題点を摘記したわけである。要すると
ころ，臨調答申は，東京都制調査会ならびに地方制度調査会の「報告」内容の旧態依
然というかスタテイブクな法制的内容にあきたらず，「東京問題」を正面から見据え，
まさにポレミカルな処方義を提出したものであることはたしかである。この点は極め
て注目に価する。しかし，それだけに，臨周・「首都行政の改革に関する意見JIこは，
各方面訪ミらの賛否両論カ帯せられることになった~mo これまた答申の性格上当然のこ
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とであろう。とくに協調答申が中央省庁側の縦の行政セクγヲナリズムと地方公共団
体の横のセクショナリズムを整序するための強力な計画・調整機関の創設を推薦しダそ
こに首都行政の夢を託した以上，立案者の側が賛成はもとより，反対ないし批判的見
解を予期していたであろうことは当然であろう。じじっ磯山政道委員が，自らの構想
を具体的に提起したのは，「意見」の原案ー「報告J援ができるのと相前後した頃
であった。
「首都行政なるものは，この三重構造をもった，しかもその三者が複雑な因果関係
をもって生成発展している一定の地域を対象とした総合的な行政に外ならないので
ある。従って，政治的な意味での首都であるととを主たる基準として首都行政を考
察しても，また大都市を母憎句核心とする地方命I肢の一環としての都制から見るだ
けでも，また全国開発計画における地域計画の視点からだけでも，それぞれ首郁行
政を把え，また適切に改革を行なうこともできないのである。重要なことはこの三
重構造を一体として統→句に把握することである。そして，そこに関連をもっ国の
中央政府は，地方公共団体および各種公共機関の協力的参加を可能ならしめる統治
的行政体制（ governmen七a1-admini Eも ative sys七日m）を実現
せしめる以外に方途はないのである。その眼目は現在の多岐複雑に分れている行政
6却の事業と事務を統合し，調整することにある 。」
機山部会長の立場からいえば，臨調答申ー「首者併守政の改革に関する意見jーに
対する批判jが出たとしても，それは，当初から予期された批判であったというべきで
はなかろうか。むしろ．その種の批判が具体的代案を準備しない批判であり，責任を
自己以外の他者に転嫁する責任返上論一一種の消極的傍観主義に止まる限り，それ
らを越えた次元に，積極的に「統治的行政体制Jがグィジョンとして創設されねばな
らなかったのである。
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あとがき
臨調・「首都行政の改革6こ関する意見Jの構造と論理についての覚書は上のとおり
である。この臨調答申後かれこれ＋年近い歳月の経過をみた今日の時点においては，
「東京任官［］が十年前とは比較できないほどの衝撃力をもつことは，もはや誰の限にも
鮪習の余地のない経験的事実である。しかし，美浪部都政の出現によって，「東京問
題」との取組がどの程度行われてきたのか。また今後，どの程度の取組がなされるの
であろうか。この問題についての受止め方は，立場により，見る人の視角によって様
々であろう。与論調査で示される美濃部蜘事への圧倒的な支持率と，実態としてのI東
京問題Jの深刻化とは，ある意味では平行関係にある。しかし，伏況の不可逆性認識
を強要される度合と美渡部都政への支持との微妙な平行関係が通存在するとしても，い
つまでもそうだという保証はどこにもない。キヤプチ。ワードであったシピル・ミニ
マムとγピル・ミニマム都政の構図が再検討されねばならない段階にさしかかれば，
「東京問題Jとの正面からの対決が改めて日程6こ昇ることであろう。見方によっては，
すでにその段階に入ったとみる見解もあろう。たしかに杉並清掃問題は，これまでの
艦品をふりかえってみれば，知事巳とって焦眉の課顕となった観がある。しかし，そ
うではあるが，清掃問題はJ東京胡題」の一角を占める重要課題ではあっても，「東京
問題」そのものではない。
この視角にたっかぎり，美濃部都政の実績いかんにかかわらず，また美濃部都政へ
の与論のあり方いかんにかかわらず，「東京問題」は，不可避的な課題となったこと
は，否定できない守したがって，かりに中期計画構想の基本線を守り，実務的選択の
範囲にとどまって政策的選択を回避するかぎり，「東蔚習題」の不可逆性はもはや異常
な程度にまで高まるほかないであろう。
臨調答申・「首都制度に関する改革意見は」は，この＋年間日の目を見ずに答申さ
れえままの形で眠りつづけてきたのであった。－lの構想、に賛成，反対の如何にかかわ
らず，臨調答申がほぼ現行行政財税制の枠組を与件とし．その範囲内でのマキνマム
な条件設定と見ることは不可能ではない。臨調答申以後，この課題とくに広域行政の
主題に本格的にとりくもうとするこころみがない以上，「東京問題」への一試論とし
て，この段階で臨調答申？をとりあげることは，無意義ではないであろう。（ S4Z1. 10) 
??， 。
東京都 I東京都中期計副ー 19 6 9年， 5頁。）??
（?
-1 9 7 a年，まえがあII ， (2i 
この点の検討については別稿を予定している。(3) 
(4ト（5）「ロプソンの都政診断」世界， 19 7 1年4月号 Jnプソン都政診断の意味j
市民19 7 1年5号所収。
臨時増刊第 11号。第4・巻(6）『臨時行政調査会の答申』 19 4-5頁，自治研究
臨時行政調査会の答申についての資。史科は， 7人委員会の議事録をはじめ整備(7) 
された形で保存されている東京市政調査会市政専門図書館の徒宜をえた。
臨調資料1-:-11，「首都圏整備委員会について」所収。(8) 
「首都圏整備行政監察結果による勧告」。(9) 
臨場特2-2，「首都制度に関する地方制度調査会行政部会原案と都制調査会答(10) 
「首都圏制度に関する主要意見の比較J参なお，特 2-4,申との比較」
照。
臨調資料1-11.r首都圏整備委員会についてj。。
1 - 1 4頁。「岡崎私案作成の基礎とした基本的考え方」U2l 
「首都開空漏委員会についてJ（その臨時行政調査会特別部会の溺調特2-3 • (13) 
2 ）のなかに，首都圏整備委員会事務局長水野容を説魂者とする臨論第一部会のヒ
アリング・「行政の総合調盗について」の摘録がある。計画官庁としての首都圏整
備委員会の立場について，水野は，「計画官庁としての従来の仕事を考えてみて最
も痛感するのは，計画官庁として『真に力のあるものになるためには，日本の場合
には，やはり予算を握らないとどうしてもダメだ』ということである。というのは，
首都圏£繍計画の案を作るが，これはどうしても実施官庁と相談するということに
この場合，実施官庁は自分の方で予算を持っており，また全国を所掌範囲となる。
しているので，当方でせっかく計画を作っても，この実施官庁を説得す，るのに，視
野の違う点もあって，なかなか話し合いがつかない。また総合調整の面でも，やは
り予算を持っていないために非常に調整権限が乏しい」と述べている。まずこの点
にふれたのち，水野は．「イおふる自主孟柔巷作るさし~5 三 ~l~t~ ；五場－＠－，毛孔巷
内申絵、金夫邑妥i量己そ寸~i ..，·、よ tJ0·~ii夫邑，＿；＿ :rn王美子iit ！：＿ ふる ~illa~ ＃：ffiu，：店主主
まし；、Jというている。しかしこの点になると関係各省の側はこぞって反対なので
一日一
ある。水野は，「これは事務的にはいろいろ折衝してみましたが絶対ダメですね。
これは一大政治力でやらないと……」とももらし，「本当にその間考えてみて，計
画官庁だけというのは，日本の場合，非常にやりづらいですね。これはもうつくづ
く体験しております内やはり実施官庁がどうしても強いですね。そうなりますと実
は泣く泣く妥協するということが出てくるわけですよ，力の調係でねp 」と説明し
ている。また水野は，「責任の明確化，迅速，能率的tこ事務を処理するという点か
ら」みて，既存の行政委員会組織を廃止して「庁」にする必要がある。すなわち，
「権限を与えれば与えるほど行政委員会というのは日本の場合には不適当だ。どう
しても単Z蛾リの行政官庁tこしないといけない」から，行政委員会→「庁」へという
方向をうちだすとともに，他方で，地方公共団体に対する「指示権」をも与えられ
なければならない，と述べている。
ω 「首都行政に関する報告（索）」（黄表紙本）に対する磯山部会長の「修正意見
一覧」（ 3 8年 1月8日）参照。
同 3 7年 12月に，「首都併す政に関する調査要項（案〉が噌別部会でつくられてお
り，これが「首割前政に関する報告」の柱を設定したものと思われる。
。。右報告（案） 9 5頁。
仰向上 94-95頁、
自前9 向上 9 5頁。
ω迎。 ， 9 6頁。
C!2 II 9 6ー 7頁。
(23) ， 9 7頁。
(24) II 9 8頁。
白節目 II 9 8頁。
E司 II ？？頁。
(28) ， 1 0 0頁。
(29) II 101頁。なお本文中に引用した協議会というのは，おそらく，評
議会のあやまりであろう。しかし，本稿本文では，協議会のまま引用した。
(30)31) II 
(32'1.3) II 
1 0 0頁0
1 0 1頁。
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(34) 臨時行政調査会第36回会議議事晶3
師向上第37回会議議事録。
開向上 1 6頁。
間向上 4 4頁。
開向上第45回会議議事録
自由向上第37回会議議事録
（仰向上 5 2頁。
刷向上 23-8頁。
岨向上 2 9 -3 0頁。
(43) 向上 4 3頁。
（ω 向上第47回会議議事録
（仰向上第 52回会議議事録
酬向上 II 
6 8頁。
3 1頁。
46-7頁。
1 2頁。
1 2頁。この見解をとりまとめる経線について機山
委員は，首都圏庁長官と評議会との関係づけについて，双方に拒否権を与える構想
を検討のすえ，それを「撤回」し，結局，本文のようなしくみになったことを述べ
ている（第52回会議議事録 2 7頁参照）。
間向上第52回会議議事録 1 5頁。
側向上 1-2頁。
側向上 40真。
側 太田委員の「意見」を「太閏意見」としたのは，筆者がかり 6こそういう呼称をつけた
までであって，正式にそういわれていたわけではない。故小倉庫次参与がのこされ
た資料には，表記の表題をもっタイプ印刷があり，それには，太田薫。小沢辰男執
筆というベン奮の記入がある。これは故小倉参与の筆跡ではない。
(51）向上第55回会議議事録 1 4頁。
(52) ” 
(53) II 
(54) II 
1 2頁。
1 5-2 5頁。
2 9頁。
回臨調第 57回会議議事録「議題首都行政改革案について」 1 9頁。
(56) 拙稿「行政改革の論理と契機J，年報行政研究 5『行政改革の推進と抵坑』 19 6 6 
? ?， 。
年 l，日本行政学会編所収，参照。
(57) 例えば38年8月 14日朝日新聞社説参照。
聞 この点tこついては，例えば，東京市政調査会首都研究所 昭利43年度調査報告
必2一（］），第2部 I大都市断子政処理方式（そのI）」 220-230頁参照。
開城山政道「首都行政の改革問題ーその基本的調査について」 自治研究第 39
巻第 1号 5-6頁。
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